
第４次総合推進指針に関する進行管理調書 

（令和４年度実施報告・令和５年度実施計画） 



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

3-1 女
性の人
権

①講座、研修や
ＮＰＯ等との連
携事業を通し
て、性差別意識
や固定的な性別
役割分担意識の
解消、男女共同
参画社会の意義
の普及に努めま
す。

1

男女共同参画推進
に向けた広報・啓
発

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座を実施するとともに、芦屋市広報
での特集記事やセンター通信「ウィザ
ス」の発行を通じて、男女共同参画意識
の周知・啓発を行う。

・幅広い男女共同参画に関わるテーマの男女共同参
画センター講座・女性活躍推進講座を２１企画実施
した。
上記講座のほか、センター通信を年３回発行、また
７月号の広報あしやで男女共同参画特集を行うなど
幅広い周知を行った。 1,059 721 1,035 Ａ

・講座に関して、引き続き新型コロナウイルス感
染拡大の影響により、定員を減らして実施した講
座・事業もあったが、オンラインやハイブリッド
形式による講座も実施するなど、企画実施数を増
やすことができた（前年度1９講座）。他団体や
庁内他課との連携が課題である。また広報７月号
で男女共同参画特集を行ったことで、広く市民に
向けて性別役割分担意識の解消に向けた啓発を行
うことができた。

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座を実施するとともに、センター通
信「ウィザス」の発行を通じて、男女共
同参画意識の周知・啓発を行う。

人権・男女共生課

②性別に関わり
なく一人ひとり
の個性や能力を
育む教育・学習
の充実に努めま
す。

2

学校教育における
子どもへの学習機
会の確保

性別に基づく固定的な役割分担意識を是
正し、人権尊重を基盤とした男女平等観
を形成する教育・学習の充実を図る。

性別に基づく固定的な役割分担意識を是正し、人権
尊重を基盤とした男女平等観を形成する教育・学習
の充実を図った。

0 0 0 Ｂ

性別による役割分担を示唆する言動が児童生徒の
中から表出されなくなった。

性別に基づく固定的な役割分担意識を是
正し、人権尊重を基盤とした男女平等観
を形成する教育・学習の充実を図る。

学校教育課

3

ワーク・ライフ・
バランスの意味や
考え方の普及

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座の実施、芦屋市広報での特集記事
やセンター通信「ウィザス」の発行を通
じて、自身の働き方を見直し、より充実
した生活をするために有効な情報提供を
行う。

父親と子どもを対象とした工作講座において、男性
の長時間労働の現状等からワーク・ライフ・バラン
スの重要性を周知する時間を設けるなど、その他事
業においても冒頭の挨拶の時間を利用し情報提供を
行った。
センター通信「ウィザス」10８号では、「今日から
始める家事・育児分担」をテーマに取り上げた。

1,059 721 1,035 Ｂ

講座や事業実施の機会を捉えて、随時情報提供を
行うとともに、センター通信においてはより理解
が深まるようなテーマ選定を行った。
今後もより多くの市民に有効な情報提供が行える
よう広報・周知手段の検討が課題である。

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座の実施、芦屋市広報での特集記事
やセンター通信「ウィザス」の発行を通
じて、自身の働き方を見直し、より充実
した生活をするために有効な情報提供を
行う。

人権・男女共生課

4

男性が女性と共に
育児や家事を担う
ための啓発や学習
機会の提供

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座として、男性が家事・育児に積極
的に関わり、パートナーや家族とのコ
ミュニケーションを図るきっかけとなる
ような講座を企画・実施する。

0歳から概ね１歳半までの子を持つ両親を対象に
「パパのための初めての育児講座」を実施し、親子
４組８人（父４人、子ども４人）が参加した。
また未就学児の子どもを持つ父親を対象に、「簡単
料理にチャレンジ！パパ向け料理講座」を実施し、
父８人が参加した。

528 52 503 Ｂ

「パパのための初めての育児講座」は前年度より
参加者は減ってしまった（前年度：6組17人）
が、「簡単料理にチャレンジ！パパ向け料理講
座」については定員を超える申込みがあった。両
講座とも受講後の参加者アンケートの回答から満
足度が高く、実施の効果があったと考えられる。

男女共同参画センター講座・女性活躍推
進講座として、男性が家事・育児に積極
的に関わり、パートナーや家族とのコ
ミュニケーションを図るきっかけとなる
ような講座を企画・実施する。

人権・男女共生課

第４次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針に基づく進行管理調査表（令和４年度実績・令和５年度実施計画）

（人権・男女共生課）
「女性に対する暴力をなくす運動」に関
する事業を実施（11月予定）するとと
もに、広報あしや、ホームページ等で相
談先等の周知・情報提供を行う。

（コンプライアンス推進室）
令和5年4月から外部相談窓口が変わる
ため、これまで以上にハラスメントの
リーフレットや電子掲示板等を活用し、
相談窓口の周知に取り組み、活用を促
す。
・新入職員及び管理監督職向けに研修等
を実施することで、ハラスメントの予防
のために必要な知識の習得及び相談への
対応方法等の習得を促す。

（教職員課）
ハラスメントに関する資料を配布するこ
とで，あらゆるハラスメント防止の啓発
を図る。

人権・男女共生課
法制コンプライアンス課
<旧コンプライアンス推

進室>
教職員課

（人権・男女共生課）
11月の「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合
わせ、市内全高校３年生（約1200人）に性犯罪・
性暴力防止啓発チラシ等を配布した。また広報あし
や、ホームページ等で相談先等の周知・情報提供を
行った。また７月には山手中学校の３年生（約180
人）を対象にデートＤＶ防止授業を行った。

（コンプライアンス推進室）
・ハラスメントリーフレットの改訂を行い、全職員
へ配布して相談窓口等を周知した。また、特に外部
相談窓口を広く周知する目的で、名刺サイズの相談
窓口カードを作成して全職員へ配布するとともに、
庁内の職員更衣室等にポスターを掲示した。
・新入職員及び管理監督職に昇任した職員対象のハ
ラスメント防止研修の実施に加え、役職別に研修を
実施した。管理監督職はグループワーク形式の事例
検討で人間関係のトラブルへの対応方法等について
話し合い、意見交換を行った。
・全職員向けにグループウェアのネットフォルダ内
に研修動画資料を掲載し、「職場におけるハラスメ
ント防止に向けた取扱指針」の内容の周知を行っ
た。

（教職員課）
・コンプライアンス推進室の発行するコンプライア
ンス通信を各学校園に配布し，ハラスメントの啓発
を行った。
・新たに任用する会計年度任用職員にコンプライア
ンス推進室で作成している名刺サイズの相談窓口
カードを配布した。

741 406 873 Ｂ

④性差別による
暴力防止、Ｄ
Ｖ、若年層に対
するデートＤ
Ｖ、セクシュア
ル・ハラスメン
ト等の防止に関
する教育や啓発
を進めます。

5

性差別による暴力
防止、ＤＶ、若年
層に対するデート
ＤＶ、セクシュア
ル・ハラスメント
等の防止に関する
教育や啓発

（人権・男女共生課）
「女性に対する暴力をなくす運動」に関
する事業を実施（11月予定）するとと
もに、広報あしや、ホームページ等で相
談先等の周知・情報提供を行う。
（コンプライアンス推進室）
・ハラスメントのリーフレットに記載し
ている相談窓口や対応の流れをよりわか
りやすく示して改訂し、職員に周知を図
る。
・新入職員及び管理監督職向けに研修等
を実施することで、ハラスメントの予防
のために必要な知識の習得を促す。
（教職員課）
研修の実施により、あらゆるハラスメン
ト防止の啓発を図る。

（人権・男女共生課）
市内全高校生を対象に配布することで、若年層に
向けて性犯罪・性暴力防止への理解を促すことが
できた。出張授業の継続的な実施も含め、啓発資
料配布以外での啓発方法の検討が課題である。

（コンプライアンス推進室）
1月に実施した全職員対象のハラスメント実態把
握調査は「ハラスメントへの理解が深まった」と
回答した者の割合が令和3年度を上回っているた
め、研修や啓発による周知の効果があったと考え
る。また、取扱指針やリーフレットの認知度もわ
ずかに向上している。
昨年度特に認知度が低かった外部相談窓口の認知
度が高まっている一方で、内部相談窓口の認知度
は低下しているため、相談体制の更なる周知が必
要である。今後、より効果的な研修の実施方法及
び相談窓口の周知方法の検討を行う。

【認知度】今回（前回）
・内部相談窓口（人事担当課等）：63.6％
（69.3％）
・外部相談窓口（弁護士）：37.2％（28.5％）
・指針：39.2%（37.2％）
・リーフレット：56.8％（54.9％）

【ハラスメントについて】今回（前回）
・理解度が深まった：56.4％（52.8％）
・部下・後輩・同僚などへの対応を見直すきっか
けとなった：57.1％（51.1％）

（教職員課）
各学校園にコンプライアンス通信を配布すること
で，本庁の研修に参加することが業務上困難な職
種にハラスメントの啓発ができた。

○主な人権課題の方向性に沿った進行管理

③広く市民に
ワーク・ライ
フ・バランスの
考え方を普及さ
せるとともに、
男女がともに育
児や家事、介護
等を担うための
啓発を行いま
す。

1



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

⑤芦屋市配偶者
暴力相談支援セ
ンター（芦屋市
ＤＶ相談室）の
周知を進めま
す。

6

広報紙への掲載
関係課や関係機関
へ相談カードを配
布

第2次ＤＶ対策基本計画に基づき、多く
の人に情報が届き、DV被害者の相談に
つながるように、広報紙への掲載や相談
カードの配布以外に、市民課ディスプレ
イの活用など効果的な周知を行う。

・広報紙へ毎月DV相談室の情報を掲載
・DV相談室の相談カードを関係機関へ配布
・市民課ディスプレイへ毎月DV相談室の情報を掲載

34 30 34 Ｂ

広報紙や市民課ディスプレイへの掲載、相談カー
ドの配布をすることで、DV相談室の周知につな
がった。
課題として、令和3年度男女共同参画に関する市
民意識調査からもDV相談室の認知度が低い
（『見たり聞いたりしたことがある』7.3%）
ため、更に幅広い周知が必要である。

多くの人に情報が届き、DV被害者の相
談につながるよう、広報紙への掲載、公
共施設だけでなく商業施設等での相談
カードの配架、市民課ディスプレイの活
用など市民向けに幅広い周知を行う。

人権・男女共生課

3-2 子
どもの
人権

①「子どもの権
利条約」の意義
と内容について
周知・啓発を進
めます。

7

子どもの権利条約
の周知

年齢に応じた子どもの権利条約の冊子を
配布

「子どもの権利条約」のリーフレットを保育所・こ
ども園・幼稚園５歳児、小学校６年生、中学校３年
生に配布した。 38 38 38 Ｂ

子どもの権利条約について、児童生徒とその保護
者に対して広く周知啓発を行った。また、一部学
校では教材として活用される事例もあった。

年齢に応じた子どもの権利条約の冊子を
配布する。 こども政策課<旧子育て

政策課>

②子どもたちの
学習の場である
学校の中に人権
尊重の理念を徹
底し、教育活動
全体を通して人
権教育を進めま
す。

③教育課程全般
において、いじ
め等の問題（イ
ンターネットを
通じて行われる
ものを含む）に
ついて、主体的
に考える機会を
設けたり、子ど
もたちが情報を
正しく選択し、
判断していく力
を身に付けたり
する取組を推進
します。

9

カウンセリングセ
ンター相談事業

・カウンセリングセンターに業務委託
し、児童生徒の健全育成及び保護者、教
師のカウンセリングを行い、心身の安定
を図るとともに、定期的に児童生徒の在
籍校と情報交換を行い、支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援の
充実を目指す。特に、学校教育課の教育
相談との連携を意識する。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に努
め、相談業務の質と量の充実を図る。

・芦屋市カウンセリングセンターに業務委託し実施
した。（電話相談６８件　面接相談１５１件）
・不登校担当者会や各小中学校の学校訪問を通じ
て、各相談機関との情報交換を行った。
・学校教育課教育相談を窓口として、各機関との連
携を密に行った。

2,869 2,836 4,240 Ｂ

・就学前施設及び小学校～中学校に通う園児児童
生徒の子育てに関する窓口として、活用すること
ができている。
・引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、「心のケア」が必要と考え、感染拡大防止
対策に留意し、相談業務を続けることにより、相
談者の心の拠り所となった。
・高校世代の相談にも対応ができるため、本事業
を行うことでスクールカウンセラーへ相談できな
い年代への対応を行うことができた。

・カウンセリングセンターに業務委託
し、児童生徒の健全育成及び保護者、教
師のカウンセリングを行い、心身の安定
を図るとともに、定期的に児童生徒の在
籍校と情報交換を行い、支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援の
充実を目指す。特に、学校教育課の教育
相談との連携を意識する。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に努
め、相談業務の質と量の充実を図る。

学校教育課

10

青少年愛護セン
ター相談事業

青少年の問題全般について、電話、来所
等による相談活動を実施する。

相談員は教育職が務めており、学校やその他相談機
関と連携しながらの相談受付を行った。特に、青少
年の問題については、複合的原因に拠る場合があ
り、相談者本人も適切な相談先を見失っていること
がある。よって、訴えを傾聴しながら問題を整理
し、相談者が主体的に相談機関に赴く機運を高める
よう努めた。

0 0 0 Ｂ

プライバシーに配慮した上で、若者相談センター
「アサガオ」のほか、適応教室や他の相談業務機
関と連携し、相談者が最も相性が良いと感じられ
る相談機関を見つけられるよう、各種相談先の紹
介を行うことができた。今後も、他の事業所との
連携が必要である。

青少年の問題全般について、電話、来所
等による相談活動を実施する。

青少年愛護センター

11

子ども家庭総合支
援室の運営

子ども家庭支援員・虐待対応専門員が家
庭の養育についての悩みや心配ごとの相
談に応じる。また、子どもの虐待に関す
る相談・指導・訪問等適切な対応を行
う。

相談件数；1,090件
うち児童虐待に関するもの:238件

21,022 23,916 24,879 Ｂ

DV相談室と連携し、集中的に支援を行うなど、
関係機関との更なる連携に努めた。

子ども家庭支援員・虐待対応専門員が家
庭の養育についての悩みや心配ごとの相
談に応じる。また、子どもの虐待に関す
る相談・指導・訪問等適切な対応を行
う。

子ども家庭・保健セン
ター<旧子ども家庭総合
支援課>

12

カウンセリングセ
ンター相談事業
（再掲）

・カウンセリングセンターに業務委託
し、児童生徒の健全育成及び保護者、教
師のカウンセリングを行い、心身の安定
を図るとともに、定期的に児童生徒の在
籍校と情報交換を行い、支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援の
充実を目指す。特に、学校教育課の教育
相談との連携を意識する。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に努
め、相談業務の質と量の充実を図る。

・芦屋市カウンセリングセンターに業務委託し実施
した。（電話相談６８件　面接相談１５１件）
・不登校担当者会や各小中学校の学校訪問を通じ
て、各相談機関との情報交換を行った。
・学校教育課教育相談を窓口として、各機関との連
携を密に行った。 2,869 2,836 4,240 Ｂ

・就学前施設及び小学校～中学校に通う園児児童
生徒の子育てに関する窓口として、活用すること
ができている。
・引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響に
より、「心のケア」が必要と考え、感染拡大防止
対策に留意し、相談業務を続けることにより、相
談者の心の拠り所となった。
・高校世代の相談にも対応ができるため、本事業
を行うことでスクールカウンセラーへ相談できな
い年代への対応を行うことができた。

・カウンセリングセンターに業務委託
し、児童生徒の健全育成及び保護者、教
師のカウンセリングを行い、心身の安定
を図るとともに、定期的に児童生徒の在
籍校と情報交換を行い、支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援の
充実を目指す。特に、学校教育課の教育
相談との連携を意識する。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に努
め、相談業務の質と量の充実を図る。

学校教育課

⑤「児童虐待防
止法」に基づ
き、通報体制や
相談体制の充実
を図るととも
に、学校等と関
係機関との連携
を強化します。

・人権教育をあらゆる教育活動の根幹に
据え、自身の自尊感情を高め、自他の人
権を守り、種々の人権課題を解決しよう
とする児童生徒の意欲・態度を育てる。
・各学校で情報モラルの育成を目指した
授業を実施する。
・芦屋警察等、必要に応じて、関係機関
と連携する。
・情報活用能力向上のための授業づくり
研究を進める。

学校教育課

人権教育推進事業 ・人権教育をあらゆる教育活動の根幹に
据え、自身の自尊感情を高め、自他の人
権を守り、種々の人権課題を解決しよう
とする児童生徒の意欲・態度を育てる。
・各学校で情報モラルの育成を目指した
授業を実施する。
・芦屋警察等、必要に応じて、関係機関
と連携する。
・情報モラルやリテラシーに係る内容に
ついて、教職員対象の研修を積極的に実
施する。
・情報活用能力向上のための授業づくり
研究を進める。

・人権教育をあらゆる教育活動の根幹に据え、自身
の自尊感情を高め、自他の人権を守り、種々の人権
課題を解決しようとする児童生徒の意欲・態度を育
てた。
・各学校で情報モラルの育成を目指した授業を実施
した。
・芦屋警察等、必要に応じて、関係機関と連携し
た。
・情報モラルやリテラシーに係る内容について、教
職員対象の研修を積極的に実施した。
・情報活用能力向上のための授業づくり研究を進め
た。

153

④「いじめ防止
基本方針」など
に基づき、通報
体制や相談体制
の充実を図りま
す。

153 548 Ｂ

・各学校で情報モラル教育の年間指導計画を作成
できた。
・情報教育担当者会を年３回開催し、各校の情報
モラル年間指導計画の共有と改善を行うことがで
きた。
・ＩＣＴ機器を効果的に活用した授業研究を２校
で実施し、その成果について市内全校に共有する
ことができた。
・校長会や授業担当者会、情報教育担当者会に
て、市内のＩＣＴ機器活用率について情報共有
し、成果を確認することができた。

2
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⑥「子ども家庭
総合支援室」に
おいて家庭児童
相談室の機能を
包括し、「要保
護児童対策地域
協議会」の活性
化を図ります。

13

要保護児童対策地
域協議会の運営

代表者会議年１回、実務者会議・主要機
関実務者会議年４回以上、ケース検討会
議を必要に応じて開催する。
児童虐待防止研修会を開催する。

代表者会議１回、実務者会議３回、主要機関実務者
会議３回開催し、庁内・外の関係機関と連携した。

21,022 23,916 24,879 Ｂ

法理解や実務者、担当者間の信頼関係により、複
数の関係機関との連携による支援が実現した。

代表者会議年１回、実務者会議・主要機
関実務者会議年４回以上、ケース検討会
議を必要に応じて開催する。
児童虐待防止研修会を開催する。

子ども家庭・保健セン
ター
<旧子ども家庭総合支援
課>

⑦子育ての孤立
化を防ぐため、
子育てを地域社
会で支援するこ
との大切さにつ
いて意識の醸成
を図ります。

14

児童虐待防止の広
報啓発

児童虐待防止月間に児童虐待をテーマと
した映画上映会を開催し、虐待防止につ
いて周知・啓発を行う。
アンケートの結果、映画会に参加して人
権問題に関して関心が深まったと回答す
る人を80％以上にする。

（子ども家庭総合支援課）
児童虐待防止月間に公立小学校・中学校及び自治会
に｢児童虐待防止｣チラシを配布し、虐待防止の周
知・啓発に努めた。

（人権・男女共生課）
児童虐待防止月間に児童虐待をテーマとした映画上
映会を開催し、虐待防止について周知・啓発を行っ
た。
上映映画：「夕陽のあと」、参加者：132人
アンケートの結果、映画会に参加して人権問題に関
して関心が深まったと回答した人は、80.2％であっ
た。

21,298 24,088 24,879 Ｂ

（子ども家庭総合支援課）
新型コロナウイルス感染症拡大を防止するため、
街頭キャンペーンは実施できなかったが、チラシ
の配布を行うことで虐待防止について周知・啓発
することができた。

（人権・男女共生課）
アンケートの結果、映画会に参加して人権問題に
関して関心が深まったと回答した人は、80.2％
であったことから啓発映画会の実施効果があった
と考える。

（こども家庭・保健センター<旧子ども家
庭総合支援課>）
児童虐待防止月間に公立小学校・中学校
及び自治会に｢児童虐待防止｣チラシを配
布し、虐待防止の周知・啓発に努める。

子ども家庭・保健セン
ター<旧子ども家庭総合
支援課>
人権・男女共生課

3-3 高
齢者の
人権

①関係機関との
連携を密にし、
虐待の早期発見
や詐欺の未然防
止、成年後見制
度の利用促進に
努めるととも
に、権利擁護支
援センターや高
齢者生活支援セ
ンターの相談窓
口の周知と相談
体制の充実に努
めます。
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権利擁護の理解や
意識を高める取組
の推進

・虐待対応にあたる高齢者生活支援セン
ターや行政職員に向け、研修を引き続き
実施し、高齢者・障がい者を権利侵害か
ら守るための虐待対応の質の向上を目指
す。必要に応じて対象者を選定しその他
研修も実施する。
・市民向けに権利擁護フォーラムを実施
し、権利擁護について普及啓発を図る。

・行政等新任職員向け権利擁護研修実施、25人参
加。
・障がい者福祉サービス等従事者向け虐待防止研修
を実施し、46人参加。
・虐待対応従事者研修を実施し、55人参加。
・施設従事者による高齢者虐待対応マニュアル・障
がい者虐待対応マニュアルの改訂を進めている。
・成年後見制度と意思決定支援をテーマにした権利
擁護フォーラムをハイブリッド形式で実施。

20,769 20,769 21,131 Ｂ

・行政職員や高齢者生活支援センター、障がい相
談員に向け虐待対応研修を行ったことにより、高
齢者・障がい者の権利を守るための具体的な対応
方法について理解を深めることができた。
・フォーラムでは、学識経験者、専門職、親族後
見人等のさまざまな立場から意思決定支援を行う
際に大切にしていることや、成年後見制度につい
て学びを深めた。
・施設従事者による高齢者虐待対応マニュアル・
障がい者虐待対応マニュアルが実務へ即したもの
へと改訂が進んでいる。

・虐待対応にあたる高齢者生活支援セン
ターや障がい者相談員、行政職員に向
け、研修を引き続き実施し、高齢者・障
がい者を権利侵害から守るための虐待対
応の質の向上を目指す。必要に応じて対
象者を選定しその他研修も実施する。
・市民向けに権利擁護フォーラムを実施
し、権利擁護について普及啓発を図る。 地域福祉課

（ほいく課）
継続して事業を行う。
・防犯訓練の継続実施を図り、内容の振
り返り、充実を図る。
・5歳児には「こどもぼうさい」を配布
し、各施設で冊子も利用した防犯教育を
行う。
・交通安全教室に継続参加実施。
（学校教育課）
・「子どもを守る110番の家・店」の周
知に努め、各小学校PTAと連携して新規
開拓を図る。
・防犯教室を継続実施し、児童生徒の危
険回避などの意識向上を図る。
・交通安全教室を継続実施し、交通ルー
ルや自転車の安全な乗り方等について周
知を図る。
・潮見中学校区の潮見小学校、浜風小学
校の通学路点検を実施し、危険箇所の改
善に努める。
（青少年愛護センター）
中学校区青少年健全育成推進会議及び青
少年育成愛護委員と連携し、犯罪等の危
険性に対する研修を行う。
（地域経済振興課）
引き続き、さまざまな媒体を利用して、
若者への啓発を行う。

（ほいく課）
・各施設で、年２回程度様々な状況を想定し、防犯
訓練を行い、実施内容の振り返り、検討を行った。
・「こどもぼうさい」を５歳児が在園する施設に配
布し、５歳児の防災教育に活用した。
・交通安全教室を市立認定こども園・保育所、私立
認定こども園・保育園等において年２回程度実施し
た。
（学校教育課）
・「子どもを守る110番の家・店」について広報や
ホームページ等を通じて広く周知を図った。
・防犯教室を継続実施し、児童生徒の危険回避等へ
の意識向上を図った。
・幼小中の交通安全教室を継続実施し、幼児児童生
徒に対する交通ルールや自転車の安全な乗り方等の
周知を図った。
・潮見中学校区の潮見小学校、浜風小学校の通学路
点検を関係機関と連携して実施し、危険箇所の安全
対策について協議した。
（青少年愛護センター）
愛護班集会において、自転車の通行ルール（矢羽根
型路面標示）を周知し、地域経済振興課の出前講座
を利用して、契約の定期購入トラブル、成人年齢引
き下げによる、契約トラブルなどの啓発を行った。
（地域経済振興課）
・市内の高等学校5か所（県芦，芦屋国際、芦屋学
園、甲南、クラーク）に成年年齢引き下げに伴う啓
発パンフレットを配布。（計   2270部）
・芦屋学園高等学校３年生に若者向け消費生活出前
講座を実施。（８月）
・契約のルールやよくあるトラブル事例などを掲載
している啓発パンフレットを成人式参加者に配布。
（5４３部)

666

⑧保護者や青少
年愛護委員など
と連携し、子ど
もたちが自ら身
を守り、安全を
確保するため、
教育・啓発を進
めます。

犯罪等子どもを取
り巻く様々な危険
性についての教
育・啓発
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（ほいく課）
・各施設で、年２回程度様々な状況を想
定し、防犯訓練を行い、実施内容の振り
返り、充実を図る。
・「こどもぼうさい」を５歳児が在園す
る施設に配布し、５歳児の防災教育を行
う。
・交通安全教室を市立認定こども園・保
育所、私立認定こども園・保育園等にお
いて継続参加実施。
（学校教育課）
・「子どもを守る110番の家・店」の周
知に努め、各小学校PTAと連携して新規
開拓を図る。
・防犯教室を継続実施し、児童生徒の危
険回避などの意識向上を図る。
・交通安全教室を継続実施し、交通ルー
ルや自転車の安全な乗り方等について周
知を図る。
・精道中学校区の通学路点検を実施し、
危険箇所の改善に努める。
（青少年愛護センター）
中学校区青少年健全育成推進会議及び青
少年育成愛護委員と連携し、犯罪等の危
険性に対する研修を行う。
（地域経済振興課）
引き続き、さまざまな媒体を利用して、
若者への啓発を行う。

Ｂ

（ほいく課）
・子どもたちが生活する環境の中の危険を想定
し、様々な危機について学ぶ機会を設けた。自分
の身を守ることや、意識の啓発に務めた。継続し
て繰り返し訓練を行うことが必要である。
（学校教育課）
・「子どもを守る110番の家・店」について広報
やホームページ等を通じて広く周知を図った。
・防犯教室を、全ての小学校で実施し、児童の危
険回避等への安全意識向上を図ることができた。
・交通安全教室を全ての学校園（幼稚園５園、小
学校８校、中学校３校）で実施し、幼児児童生徒
に対する交通ルールや自転車の安全な乗り方等の
周知を図ることができた。
・潮見中学校区の潮見小学校、浜風小学校の通学
路点検を地域住民やPTA、警察等の関係機関と連
携して実施し、危険箇所の安全対策について建設
的な協議を行うことができた。
（青少年愛護センター）
自転車の通行ルール（矢羽根型路面標示）につい
ては、実際の道路状況において、実施が難しい面
がある。
成人年齢引き下げによる、契約トラブルなどの啓
発を行ったが、さまざまな媒体などで啓発が行わ
れており、実際にトラブルを防止できたか、トラ
ブルを防止できた割合などの把握は、様々な機会
に啓発されているため、難しい。
（地域経済振興課）
成年年齢引き下げに伴い、若者向けに消費者啓発
を行うことができた。

ほいく課
学校教育課
青少年愛護センター
地域経済振興課

407 627

3
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災害時の要配慮者
支援の取組

（地域福祉課・高齢介護課・防災安全
課）
・未だ確定していない取組の詳細を決定
する。
・新たな要援護者支援の取組について、
民生委員・児童委員への更なる啓発と活
動支援を行う。
・円滑に新たな運用に移行できるよう、
関係機関との連携を強化する。
・福祉関係機関等に対し、機会を捉えて
要援護者支援の取組にかかる啓発を進め
る。
・緊急・災害時要援護者台帳等の普及に
向けた新運用の実施のため、システム更
新や新運用のための説明資料等を準備す
る。

（地域福祉課・高齢介護課・防災安全課）
・民生児童委員協議会等関係団体と協議・調整のう
え、事前説明をし、要援護者支援に関する新たな運
用を開始した。

【協議回数】
・芦屋市民生児童委員協議会総務会での協議：１回
（４月）
・芦屋市民生児童委員協議会正副会長との協議：１
回
・芦屋市民生児童委員協議会での研修：１回（６月
定例会）
・民生委員・児童委員への説明：小学校区ごとに１
回（全８回）

・システム更新のため、ＯＳバージョンアップ作業
を実施した。

2,750 2,503 550 Ｂ

（地域福祉課・高齢介護課・防災安全課）
・運用の見直しに伴って、再度、緊急・災害時要
援護者台帳等の登録者に、登録内容の見直しを
行ったことで、要配慮者支援者の情報を整理・更
新することができた。
・新たな運用への移行実施ができた。
・新たな要援護者支援の取組について、研修・説
明を実施し民生委員・児童委員への活動支援を
行った。
・他機関・団体との交流の場を設け連携強化を
図った。
・要援護者の中でも特に支援が必要な者への災害
時の支援の検討が必要である。

（地域福祉課・高齢介護課・防災安全
課）
・民生委員・児童委員に対し、研修等を
通じて継続して要援護者支援に関する活
動を支援する。
・支援者の充実及び連携を強化するため
要援護者支援の取組にかかる啓発を進め
る。
・要援護者台帳記載の避難計画に加え
て、さらに支援が必要な者への支援方法
の検討を行う。
・個別避難計画の策定に向けて、優先度
や策定方法等の運用について検討する。

地域福祉課
高齢介護課
防災安全課

18

地域見守りネット
事業

登録事業者を増加させ地域の見守りの輪
を少しでも広げる。

定例会は設けていないが、事務局にて適宜対応して
いる。今年度実績では、14件。

0 0 0 Ｂ

当該事業を通じて、登録事業者による安否確認を
行っている。登録事業者数の増加により見守りの
輪を広げる必要がある。

登録事業者を増加させ地域の見守りの輪
を少しでも広げる。

高齢介護課

③認知症施策推
進大綱に基づ
き、認知症高齢
者を支援する体
制づくりに努め
るとともに、認
知症に関する正
しい知識の普
及・啓発を進め
ます。

19

認知症施策 （地域福祉課）
若い世代に講座を受講してもらえるよ
う、学校等への働きかけを継続する。ま
た、受講後に地域活動へつながるよう、
認知症地域支援推進員と連携しながら、
ステップアップ講座等を活用した仕組み
づくりを検討する。さらに、オンライン
を活用した講座開催等、コロナ禍での対
応を検討する。
（高齢介護課）
当事者、家族及び地域のかたに知識や相
談窓口の情報が伝わるように普及啓発を
これからも継続して実施していく。

（地域福祉課）
認知症サポーター養成講座を18回実施し、延べ286
人が受講した。（令和5年3月31日時点）
小学校のキッズスクエアや中学校での講座を実施
し、様々な世代が受講できるようにした。さらに、
3月に実施予定のステップアップ講座では、認知症
地域支援推進員と連携し、ボランティア養成講座を
実施することで、講座受講者が地域活動へつながる
よう工夫する。
（高齢介護課）
・当事者の会（あしやの会）年５回開催
・（普及啓発）世界アルツハイマーデーポスターコ
ンテスト実施　応募数２５点
・若年性認知症ネットワーク会議を開催　12月

7,630 7,630 7,630 Ｂ

（地域福祉課）
小中学校で講座を開催することができ、様々な世
代の受講ができた。また、認知症地域支援推進員
と連携し、ステップアップ講座でボランティア講
座を実施することで、受講後に地域で活動できる
ような取組を行うことができた。
（高齢介護課）
・当事者の方が同じ思いを抱えている同士で話し
たり、多数の方とお話を出来る居場所を作れた。
ただ当事者の参加者数が少ない。地域包括支援セ
ンターと連携が不足しており、参加したい当事者
のかたへ案内ができていない。
・一定数の応募をいただき、参加いただいた方の
認知症への理解度は深まったと感じる。しかし一
部からの応募であったり、認知症の理解をまだ深
められる余地があると思われる。事業自体を根付
かせるために継続すること、各市内学校へ早くか
ら案内し、協力いただくことが課題。
・若年性認知症の方の支援を多機関で考える場を
作ることで、実際支援が出来る連携が出来つつあ
る。まだ、本ネットワークを通じて支援を行った
ことが無いので、支援経験を早期にすることが必
要である。

（地域福祉課）
若い世代に講座を受講してもらえるよ
う、学校等への働きかけを継続する。ま
た、受講後に地域活動へつながるよう、
認知症地域支援推進員と連携しながら、
ステップアップ講座等を活用した仕組み
づくりを検討する。
（高齢介護課）
・当事者の方が多く参加される会にす
る。
・一部からの応募ではなく、多くの団体
から応募いただく。多数の方が参加でき
る啓発イベントがあれば改良も１つの選
択肢である。
・若年性認知症ネットワーク会議で支援
を行える仕組みを確立させ、実際に支援
を行う。

地域福祉課
高齢介護課

④高齢者の自立
と社会参加、就
労の機会や環境
を整えることの
必要性について
周知・啓発し、
生きがいの増進
に努めます。
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高齢者雇用に関す
る制度の周知・啓
発

・継続してシルバー人材センターの運営
費を補助する。
・シルバー人材センターと定例会（年２
回）を実施し、意見交換を行う。
・本庁舎の展示スペースにおいてシル
バー人材センターの活動の周知を行い、
会員募集に繋げる。

・継続してシルバー人材センターの運営費を補助し
た。
・シルバー人材センターの総会（年１回）を実施。
年度末には、シルバー人材センターと市で合同会議
を実施予定。
・１月（高齢者月間）に本庁舎の展示スペースにお
いてシルバー人材センターの活動の周知を行った。

20,000 20,000 20,000 Ｂ

・コロナ禍で活動が消極的であったが、活動も活
発になりつつある。また、本庁舎の展示スペース
においてシルバー人材センターの活動の周知を行
うことにより、会員募集に繋げることができた。

・継続してシルバー人材センターの運営
費を補助する。
・シルバー人材センターと市で場を設
け、意見交換を行う。
・本庁舎の展示スペースにおいてシル
バー人材センターの活動の周知を行い、
会員募集に繋げる。

高齢介護課

②高齢者生活支
援センターをは
じめ、社会福祉
協議会、自治
会、自主防災
会、民生児童委
員、福祉推進委
員などとも連携
し、高齢者を地
域で見守り支援
する体制づくり
を進めます。

4



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

3-4 障
がいの
ある人
の人権

①「障がいを理
由とする差別の
ない誰もが共に
暮らせるまち条
例」を広く周知
し、障がい及び
障がいのある人
に対する理解の
促進を図り、差
別のない共生社
会の実現を目指
します。
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条例による取組の
推進

・芦屋市障がいを理由とする差別のない
誰もが共に暮らせるまち条例を、市ホー
ムページ、障がい福祉ポータルサイト
「あしやねっと♪」、条例啓発リーフ
レット「お互いを支えあい思いやるまち
あしや」等を通じて周知を図る。
・合理的配慮の提供を推進するための取
組として、子どもから大人まで誰もが合
理的配慮について理解できるような啓発
活動を実施する。
・市内民間事業者に対して合理的配慮の
提供支援に関する取組（合理的配慮の提
供を目的とした点字メニューの作成や筆
談ボードの設置などを行った場合に、費
用の一部を助成）を実施するとともに、
幅広い民間事業者に対して事業の周知を
図っていく。

・芦屋市障がいを理由とする差別のない誰もが共に
暮らせるまち条例を、市ホームページ、障がい福祉
ポータルサイト「あしやねっと♪」等に掲載し周知
を図った。
・合理的配慮提供支援事業を実施し、市内民間事業
者に対して、２件の申請に対して、２件19,360円
の助成を行った。
・民生委員児童委員研修会、障がい福祉サービス等
従事者向け虐待防止研修、手話奉仕員養成講座、芦
屋市権利擁護フォーラム等で条例に関する説明を
し、広く周知を図った。

1,600 20 1,600 Ｃ

・合理的配慮提供支援事業を活用していただいた
民間事業者が2件のみであったため、より多くの
民間事業者の活用を促進すること。
・障がい福祉サービス従事者、地域の支援者であ
る民生委員児童委員など、幅広い層に対して条例
に関する周知を実施することができた。

・芦屋市障がいを理由とする差別のない
誰もが共に暮らせるまち条例を、市ホー
ムページ、障がい福祉ポータルサイト
「あしやねっと♪」、条例啓発リーフ
レット「お互いを支えあい思いやるまち
あしや」等を通じて周知を図る。
・合理的配慮の提供を推進するための取
組として、子どもから大人まで誰もが合
理的配慮について理解できるような啓発
活動を実施する。
・市内民間事業者に対して合理的配慮の
提供支援に関する取組（合理的配慮の提
供を目的とした点字メニューの作成や筆
談ボードの設置などを行った場合に、費
用の一部を助成）を実施するとともに、
幅広い民間事業者に対して事業の周知を
図っていく。
・障がいのある人に対して配慮を行って
いる市内店舗等に、「芦屋市みんなにや
さしいお店」事業への登録を促し、その
取り組み等を市ホームページや公式
Instagramに掲載し周知することで、合
理的配慮についても周知を図り、障がい
のある人の社会参加を促していく。

障がい福祉課

②子どもの頃か
ら障がいのある
人に対する理解
を深め、心のバ
リアフリーを育
む教育を進めま
す。

22

福祉教育の推進 小学校の総合的な学習において、視覚に
障がいのある方の話を伺ったり、用具を
見たり使ったりする機会を設ける。ま
た、アイマスクをつけて実体験をするな
どし、障がい者理解を深める。

福祉教育を総合的な学習のカリキュラムに位置付け
て、各学校の実情に応じて実施した。視覚障がい
者、聴覚障がい者、身体障がい者の方の話を伺った
り、アイマスク体験、点字体験、車いす体験等を
行ったりして障がい者理解を深めた。

0 0 0 Ｂ

障がいについて本や映像で学習できることもある
が、実際に当事者の方のお話を伺ったり体験をし
たりすることで普段は気付かない社会的障壁に気
付くことができた。いくつかの学校では新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響で体験等ができな
かった。

小学校の総合的な学習において、視覚に
障がいのある方の話を伺ったり、用具を
見たり使ったりする機会を設ける。ま
た、アイマスクをつけて実体験をした
り、車いすに乗る立場、後ろから押す立
場など、どちらも経験することを通し
て、障がい者理解を深める。

学校教育課

③障がいのある
人もない人も共
に参加できる地
域での交流活動
などを通して、
相互理解を進め
ます。

23

交流活動による啓
発

・自立支援協議会専門部会の中で居場所
について協議を実施し、市内外で障がい
のある人もない人も集うような居場所を
見出して、障がいのある人に周知してい
く。

・自立支援協議会専門部会で既存の居場所のスク
リーニング調査を実施し、居場所となる場所等を障
がい福祉ポータルサイト「あしやねっと♪」に掲載
した。
・昨年度に引き続き障がい児・者作品展を開催し、
終了後にも、市役所本庁舎やコープこうべ等市内施
設に引き続き作品展示を行った。

0 0 0 Ｂ

・居場所の候補地へ足を運び、具体的な居場所を
見つけることができた。
・居場所の数が少ないため、今後増やしていく必
要がある。

・自立支援協議会専門部会の中で居場所
について協議を実施し、市内外で障がい
のある人もない人も集うような居場所を
見出して、障がいのある人に周知してい
く。

障がい福祉課

④事業者が合理
的配慮の提供を
行うことができ
るよう、合理的
配慮の提供支援
に関する施策を
実施します。

24

合理的配慮の提供
支援

・芦屋市障がいを理由とする差別のない
誰もが共に暮らせるまち条例を、市ホー
ムページ、障がい福祉ポータルサイト
「あしやねっと♪」、条例啓発リーフ
レット「お互いを支えあい思いやるまち
あしや」等を通じて周知を図る。
・合理的配慮の提供を推進するための取
組として、子どもから大人まで誰もが合
理的配慮について理解できるような啓発
活動を実施する。
・市内民間事業者に対して合理的配慮の
提供支援に関する取組（合理的配慮の提
供を目的とした点字メニューの作成や筆
談ボードの設置などを行った場合に、費
用の一部を助成）を実施するとともに、
幅広い民間事業者に対して事業の周知を
図っていく。

（障がい福祉課）
・芦屋市障がいを理由とする差別のない誰もが共に
暮らせるまち条例を、市ホームページ、障がい福祉
ポータルサイト「あしやねっと♪」等に掲載し周知
を図った。
・合理的配慮提供支援事業を実施し、市内民間事業
者に対して、２件の申請に対して、２件19,360円
の助成を行った。
・民生委員児童委員研修会、障がい福祉サービス等
従事者向け虐待防止研修、手話奉仕員養成講座、芦
屋市権利擁護フォーラム等で条例に関する説明を
し、広く周知を図った。

1,600 20 1,600 Ｃ

・合理的配慮提供支援事業を活用していただいた
民間事業者が2件のみであったため、より多くの
民間事業者の活用を促進すること。
・障がい福祉サービス従事者、地域の支援者であ
る民生委員児童委員など、幅広い層に対して条例
に関する周知を実施することができた。

（障がい福祉課）
・芦屋市障がいを理由とする差別のない
誰もが共に暮らせるまち条例を、市ホー
ムページ、障がい福祉ポータルサイト
「あしやねっと♪」、条例啓発リーフ
レット「お互いを支えあい思いやるまち
あしや」等を通じて周知を図る。
・合理的配慮の提供を推進するための取
組として、子どもから大人まで誰もが合
理的配慮について理解できるような啓発
活動を実施する。
・市内民間事業者に対して合理的配慮の
提供支援に関する取組（合理的配慮の提
供を目的とした点字メニューの作成や筆
談ボードの設置などを行った場合に、費
用の一部を助成）を実施するとともに，
幅広い民間事業者に対して事業の周知を
図っていく。
・障がいのある人に対して配慮を行って
いる市内店舗等に、「芦屋市みんなにや
さしいお店」事業への登録を促し、その
取り組み等を市ホームページや公式
Instagramに掲載し周知することで、合
理的配慮についても周知を図り、障がい
のある人の社会参加を促していく。

障がい福祉課

5



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

⑤相談窓口の周
知に努めるとと
もに相談体制の
充 実 を 図 り ま
す。
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障がい者相談支援
事業

（障がい福祉課・地域福祉課）
・地域の身近な相談窓口として、相談か
ら一貫した支援を実施できるよう、関係
機関と連携し、相談支援の充実を図る。
・地域における相談支援の中核的な役割
を果たしている障がい者基幹相談支援セ
ンター機能のさらなる充実を図る。

（障がい福祉課・地域福祉課）
・福祉センターにおいて、相談支援事業・障がい者
基幹相談支援センター事業を実施した。
・地域における相談支援の中核的な役割を果たして
いる障がい者基幹相談支援センターと毎月１回定例
会を実施し、障がい者基幹相談支援センターで実施
している事業等の進捗管理を行った。

46,676 46,676 48,060 Ｂ

（障がい福祉課・地域福祉課）
・相談支援事業については特に問題なく実施でき
たが、相談件数の増加、相談内容の困難化・複雑
化により現体制での対応が難しくなってきてい
る。

（障がい福祉課・地域福祉課）
・地域の身近な相談窓口として、相談か
ら一貫した支援を実施できるよう、関係
機関と連携し、相談支援の充実を図る。
・地域における相談支援の中核的な役割
を果たしている障がい者基幹相談支援セ
ンター機能のさらなる充実を図る。

障がい福祉課
地域福祉課

3-5 同
和問題
（部落
差別）

①偏見や差別意
識の解消に向け
て、同和問題
（部落差別）に
対する正しい理
解と認識が得ら
れるよう周知活
動、啓発活動を
進めます。

26

同和問題（部落差
別）に対する啓発

（上宮川文化センター）
同和問題（部落差別）に対する正しい理
解と認識が得られるよう周知活動、啓発
活動に取り組む。
（人権・男女共生課）
講演会や啓発映画会などの人権啓発事業
を実施する際に法務省が作成した啓発チ
ラシを配布する。

（上宮川文化センター）
・上宮川文化センター内の掲示板に「部落差別の解
消の推進に関する法律」をはじめ人権啓発のパネル
やポスターを掲示した。
・図書室に人権図書を配架
（人権・男女共生課）
日々の生活と人権を考える集い2022（人権週間記
念事業）や啓発映画会にて法務省が作成した啓発チ
ラシを配布した。

0 0 339 Ｂ

（上宮川文化センター）
掲示板に人権に関するパネルやポスター、「部落
差別の解消の推進に関する法律」の掲示や人権図
書を配架することで、来館された方の目に届き、
周知活動ができた。
（人権・男女共生課）
様々な人権啓発事業において、「部落差別の解消
の推進に関する法律」の周知を図ることができ
た。

（上宮川文化センター）
同和問題（部落差別）に対する正しい理
解と認識が得られるよう周知活動、啓発
活動に取り組む。
（人権・男女共生課）
・同和問題（部落差別）をテーマに啓発
映画会を実施する。アンケートの結果、
映画会に参加して人権問題に関して関心
が深まったと回答する人を80％以上に
する。
・講演会や啓発映画会などの人権啓発事
業を実施する際に法務省が作成した啓発
チラシを配布する。

上宮川文化センター
人権・男女共生課

②学校教育にお
いては、これま
での取組の成果
を踏まえ、学習
内容、指導方法
を工夫しながら
人権教育に取り
組みます。

27

同和問題（部落差
別）に対する教育

同和問題をめぐる人権侵害が今なお存在
する事実に向き合うことを通して、教職
員が同和問題を重要な人権課題としてと
らえ、地域の実情をふまえながら部落差
別の解消に向けた教育と啓発を進める。

・学校の人権教育計画（基本方針）に「同和問題」
を位置付け、同和問題をめぐる人権侵害が今なお存
在する事実に向き合う教育・学習の充実を図った。
・「同和問題」を人権教育の主課題として設定し、
教職員が同和問題を重要な人権課題としてとらえ、
地域の実情をふまえながら部落差別の解消に向けた
教育と啓発に計画的に取り組んだ。

0 0 0 Ｂ

・学校の人権教育計画（基本方針）に「同和問
題」を位置付け、同和問題をめぐる人権侵害が今
なお存在する事実に向き合う教育・学習の充実を
図ることができた。
・「同和問題」を人権教育の主課題として設定
し、教職員が同和問題を重要な人権課題としてと
らえ、教科等の学習において部落差別の解消に向
けた教育と啓発に計画的に取り組むことができ
た。
・同和問題の歴史的な背景について教職員自身が
学び続けることが必要。

同和問題をめぐる人権侵害が今なお存在
する事実に向き合うことを通して、教職
員が同和問題を重要な人権課題としてと
らえ、地域の実情をふまえながら部落差
別の解消に向けた教育と啓発を進める。

学校教育課

③人権啓発・住
民交流の拠点施
設である上宮川
文化センターを
中心に、地域で
の相談事業や人
権学習、交流活
動に取り組みま
す。

28

隣保館事業 コロナ禍のため感染防止対策を行いなが
ら、居場所作りの観点を含め、相談事業
や各事業を実施し、交流活動に取り組
む。

・同和問題をはじめ、あらゆる人権課題を含めた相
談業務を実施した。
・体操や、アロマヨガ、民謡、民踊等を行い、健康
増進を図りながら交流活動に取り組んだ。
・ヒュ－マンライツシアタ－（全3回）参加者：
153人
・ワンコインシアタ－（全4回）参加者：253人

407 330 407 Ｂ

コロナ禍で、それぞれの事業の人数制限があった
にも関わらず、参加者を得ることができた。相談
事業や各事業を行うことで人権学習、地域交流が
できた。

同和問題をはじめ、あらゆる人権課題を
含めた相談業務を実施する。
地域交流をすすめ、同和問題の理解をよ
り一層深めていく。

上宮川文化センター

④住民票等の不
正請求・不正取
得により市民の
人権が侵害され
ないよう、「本
人通知制度」の
周知と適正な運
用を行います。

29

「本人通知制度」
の周知・運用

・引続き本人通知制度の運用を図るなか
で、周知啓発を行う。
・引続き適正な運用に努め、登録者数の
増加を目指す。

・郵送での第三者請求の場合等に、本市で本人通知
制度を実施している旨をお知らせする文書を同封し
て返送するなど周知を図ることで不正請求の抑止に
努めた。
・啓発チラシを作成し、成人式や人権啓発行事等で
約１5００部配布して周知を図った。
・令和４年度末時点登録者数1，337人
（前年度から98人増加した）

0 0 23 Ａ

・本人通知制度を実施していること自体が不正請
求の抑止力となるので引続き請求者への周知に努
める。
・本人通知制度登録者の増加が、不正請求の抑止
力を高めることに繋がるので、引続き適正な運用
を行うとともに周知に努める。

・引続き本人通知制度の運用を図るなか
で、周知啓発を行う。
・引続き適正な運用に努め、登録者数の
増加を目指す。

市民課

6



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

3-6 外
国人の
人権

①外国人に対す
る偏見や差別意
識を解消するた
めに、文化・生
活習慣の多様性
を尊重する人権
意識の高揚につ
いての教育・啓
発 を 推 進 し ま
す。

30

多様性を尊重する
人権意識の教育・
啓発

（人権・男女共生課）
講演会（日々の生活と人権を考える集
い）を開催し、啓発を図る。アンケート
の結果、講演会に参加して人権問題に関
して関心が深まったと回答する人を
80％以上にする。
（広報国際交流課）
多文化理解講座の実施

（人権・男女共生課）
講演会（日々の生活と人権を考える集い）を開催
し、啓発を図った。参加者：63人
アンケートの結果、講演会に参加して人権問題に関
して関心が深まったと回答した人は、92.6%であっ
た。
（広報国際交流課）
・多文化理解講座13回実施
　中学生向けJunior Youth Program（カナダ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10名
　山手中学校サッカー部　英語でサッカー
　　　　　　　　　　　　　（イングランド）27名
　みんなで楽しくスペイン語会話（コスタリカ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14名
　外国人のための防災体験教室（カナダ）　　11名
　フットサルとピクニック（カナダ）　　　　26名
・中学校での多文化共生理解事業
　潮見中学校　（インド・中国・米国）　　127名
　精道中学校　（インド・中国・米国
　　・コスタリカ・ベトナム・ブラジル）　 261名
　山手中学校ESS部　（米国・スウェーデン）20名
　山手中学校ESS部　（ウエールズ・イングランド
　　　　　　　　　　　　　　　　・インド）20名
　World Art in Ashiya　（中国・南アフリカ
　　　　　　　　　　　・フランス・香港）　98名
　フィリピンってどんな国？　（フィリピン）47名
　ハイキング（米国）　　　　　　　　　　　20名
　やさしい日本語落語　　　　　　　　　　　84名

1,013 938 1,797 Ａ

（人権・男女共生課）
アンケートの結果、講演会に参加して人権問題に
関して関心が深まったと回答した人は、92.6%
であったことから講演会の実施効果があったと考
える。
（広報国際交流課）
多文化について理解する機会を設けることができ
た。市民同士のつながりが形成され、コミュニ
ティの活性化につながっている。引き続き多くの
外国人市民の活躍の場所を提供していきたい。
市内在住外国人のボランティアを募集し、実施回
数を増やした。

（人権・男女共生課）
ひょうごヒューマンフェスティバル（兵
庫県等と共催）を開催し。多文化共生に
ついて理解を深めるための啓発を行う。
（広報国際交流課）
多文化理解事業の実施

人権・男女共生課
広報国際交流課

②ヘイトスピー
チは、人権侵害
であり、許され
ないものである
という認識を広
めるための啓発
を行います。

31

ヘイトスピーチに
対する啓発

・人権講演会や啓発映画会などの人権啓
発事業を実施する際に法務省が作成した
啓発チラシを配布する。
・庁内に法務省が作成した啓発ポスター
を掲示する。

日々の生活と人権を考える集い2022（人権週間記
念事業）や啓発映画会にて法務省が作成した啓発チ
ラシを配布した。
また、庁内に法務省が作成したポスターを掲示し、
啓発を図った。 0 0 0 Ｂ

外国人の人権をテーマとした啓発事業を実施する
際などに継続して啓発を行う必要がある。

・人権講演会や啓発映画会などの人権啓
発事業を実施する際に法務省が作成した
啓発チラシを配布する。
・庁内に法務省が作成した啓発ポスター
を掲示する。 人権・男女共生課

③外国人児童生
徒等に関わる教
育 指 針 に 基 づ
き、すべての児
童生徒等が互い
に尊重し、外国
人児童生徒等が
自らの進路を切
り拓いていける
力を育みます。

32

外国人児童生徒等
に対する教育支援
事業

・市内に配置している日本語指導ボラン
ティアを対象に、初期日本語教室の指導
のノウハウを共有する研修を開催する。
・初期日本語指導教室に日本語教師の資
格を持ったボランティアを４名配置す
る。
・芦屋市日本語指導者養成研修を年８回
実施し、のべ１６０名の参加を目指す。

・初期日本語指導教室の運営について学期に1度協
議し、効果的な支援方法を探ることができた。
・令和4年度芦屋市日本語指導者養成研修では，日
本語指導ボランティアへも周知し，多くのボラン
ティアの方が研修に参加することができた。
・日本語指導ボランティアを常時募集し、日本語教
師資格を所有している人材をあらたに確保すること
ができた。【５人】
・令和3年度に引き続き、芦屋市日本語指導者養成
研修を年間通じて行った。

3,992 3,713 7,296 Ｂ

・児童生徒数の増加により、初期日本語指導教室
の指導者の増員だけでなく、日本語指導が必要な
全ての児童生徒が参加することができなかった。
運営や支援方法について継続して検討が必要であ
る。
・令和5年度は新しく山側校区に初期日本語指導
教室を開設するにあたって、指導体制の整備が必
要である。
・児童生徒の通級については、課題があり、対応
が求められる。
・日本語指導を必要とする児童生徒の数が増加傾
向にあり、支援人材の確保・育成が急務である。
・中学生の進路保障についての課題がある。外国
籍児童生徒の保護者へは、早い段階で日本の高校
入試制度についての説明が必要である。

・市内に配置している日本語指導ボラン
ティアを対象に、初期日本語教室の指導
のノウハウを共有する研修を開催する。
・初期日本語指導教室に日本語教師の資
格を持ったボランティアを６名配置す
る。（潮見小・山手小）
・芦屋市日本語指導者養成研修を年８回
実施し、のべ１６０名の参加を目指す。
・子どもの実態把握、校内体制整備など
市全体で進める。
・多言語翻訳アプリを導入し、学習習
得、母語保障、日本語獲得の面での効果
検証を進める。

学校教育課

33

国際理解教育推進
事業

・外国語活動担当者会を年２回実施し、
外国語の指導と評価について研修を深め
る。
・小学校と中学校の外国語教育の連携に
ついて研究する。
・英語でのオンライン交流授業を実施す
る。
・小学校外国語活動推進事業において、
英語が堪能な地域人材を、小学校英語力
アップ事業において、ALTを配置する。
・国際交流協会等の関係機関と連携し、
児童生徒が外国人と交流して異文化理解
を深める場をつくる。

・外国語活動担当者会を年間２回実施し、指導と評
価についての研修を実施した。【受講者：のべ３２
名】
・小中連携を進めるために，小学校5・6年の担当者
と中学校1年生の小中合同英語担当者会をおこなっ
た。同校区内での小中交流授業（オンライン、対
面）を実施した。
・ニュージーランドの中高生とオンライン国際交流
授業を実施した。
・英語が堪能な地域人材を、小学校３・４年生の外
国語活動を対象に、各校に１名配置した。【配置：
８人】
・英語力アップ事業において、小学校５・６年生を
対象にALTを配置した。【配置：４人】
・広報国際交流課と連携し、小学校の外国語授業や
中学校の国際理解授業に、地域在住の外国人を派遣
して、交流を通して異文化理解を深める機会をつ
くった。【派遣：のべ１３人】

17,391 14,663 15,537 Ｂ

・新学習指導要領に沿った指導と評価を引き続き
研究する必要がある。
・外国人との交流機会が減少しているが、令和4
年度は、2つの中学校が、オンライン国際交流授
業を実施した。このような機会を持つことは効果
があり、来年度もぜひ取り組みたいという声が多
かった。
・来年度もオンライン交流を含めた、様々な形態
での交流機会を創出する必要がある。

・外国語活動担当者会を年２回実施し、
外国語の指導と評価について研修を深め
る。
・小学校と中学校の外国語教育の連携に
ついて研究する。
・英語でのオンライン交流授業を実施す
る。
・小学校外国語活動推進事業において、
英語が堪能な地域人材を、小学校英語力
アップ事業において、ALTを配置する。
・国際交流協会等の関係機関と連携し、
児童生徒が外国人と交流して異文化理解
を深める場をつくる。

学校教育課

④子どもたちも
含めた外国や外
国人との交流を
進めることなど
により、異文化
に対する理解や
関心を高め国際
社会への視野を
拡げます。

7



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

34

国際交流に関する
事業

（No.30の再掲）
多文化理解講座の実施

（No.30の再掲）
多文化理解講座の実施

614 721 1,797 Ｂ

（No.30の再掲）
多文化について理解する機会を設けることができ
た。市民同士のつながりが形成され，コミュニ
ティの活性化につながっている。引き続き多くの
外国人市民の活躍の場所を提供していきたい。
市内在住外国人のボランティアを募集し、実施回
数を増やした。

（No,30の再掲）
多文化理解事業の実施

広報国際交流課

⑤潮芦屋交流セ
ンターを拠点と
して、日本語教
室や在住外国人
への情報提供を
通して異文化交
流を進めます。

35

外国人への日本語
学習支援教室の実
施

（広報国際交流課）
・指定管理者の実施計画による目標数値
日本語教室（大人対象）週４日全５クラ
ス、1,400人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全１ク
ラス、308人（講師含む）
日本語ボランティア講師養成・ブラッ
シュアップ研修21人（講師含む）
（公民館）
民間事業者に委託している。事業が適切
に行われているかどうか、令和4年度の
事業計画が適切に作成されるかどうか注
視し、評価する。

（広報国際交流課）
指定管理者事業（参加者数）
日本語教室（大人対象）週４日全５クラス、1,470
人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全１クラス，379
人（講師含む）
日本語ボランティアブラッシュアップ研修43人（講
師含む）
やさしい日本語講座25人（講師含む）

（公民館）
日本語学級を43回実施、13人が受講

30 16 30 B

（広報国際交流課）
引き続き外国人住民やその支援者へのサポートを
継続していく。

（公民館）
在住外国人への学級事業の周知が難しいことが課
題ですが、新型コロナウイルス感染症対策を行
い、事業計画に基づき、日本語学級が適切に行わ
れていることを評価する。

（広報国際交流課）
指定管理事業（参加者数）
・指定管理者の実施計画による目標数値
日本語教室（大人対象）週４日全５クラ
ス，６００人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全１ク
ラス，３５２人（講師含む）
ブラッシュアップ研修６２人（講師含
む）

（公民館）
民間事業者に委託している。事業が適切
に行われているかどうか、令和5年度の
事業計画が適切に作成されるかどうか注
視し、評価する。

広報国際交流課
公民館

⑥多言語による
情報発信ややさ
しい日本語の普
及などを通し
て、外国人にも
理解しやすい情
報提供に努めま
す。

36

多言語での情報発
信

・多言語情報配信クラウドサービスの利
用・周知及びホームページの充実
・希望する外国人住民へHTMLメール配
信

・多言語情報配信クラウドサービスの利用・周知及
びホームページの充実
職員説明会実施
・希望する外国人住民へメール配信を実施

2,405 2,020 2,126 Ｂ

多言語情報配信クラウドサービスを利用し広報を
行った。利用者の拡充と各課での登録促進が課
題。
メール配信実施。

・多言語情報配信クラウドサービスの利
用・周知及びホームページの充実
・希望する外国人住民へメール配信

広報国際交流課

37

やさしい日本語の
普及

やさしい日本語研修の実施 ・新人研修26人
・実用やさしい日本語研修15人
・令和４年度職員人権研修（やさしい日本語）47人

0 0 0 Ｂ

研修に継続的に参加いただくことでやさしい日本
語の利用が浸透してきている。引き続き継続して
実施していく。

やさしい日本語研修の実施

広報国際交流課

38

三者間通話システ
ム

外国人からの119番通報に対する的確な
対応及び災害現場でのシステム活用につ
いて職員に周知徹底する。

通訳件数　５件

237 185 237 Ｂ

実報件数は少ないもののシステムは有効に活用で
きている。指令業務に携わる職員への継続研修が
必要。

外国人からの119番通報に対する的確な
対応及び災害現場でのシステム活用につ
いて職員に周知徹底する。

消防本部指令課

39

災害時の在住外国
人への支援

（広報国際交流課・防災安全課）
外国人住民対象の防災研修及び日本人対
象の在住外国人支援研修の実施

（広報国際交流課・防災安全課）
・外国人のための防災体験教室（カナダ）11名
（No.30再掲）
・災害時職員外国人対応研修　21名

614 938 1,797 Ｂ

（広報国際交流課・防災安全課）
・多様な国籍の外国人住民が参加できた。防災士
からの専門的な知識を学ぶことができた。参加者
の輪を広げられるよう，引き続き継続して実施し
ていく。
・避難所受付業務を体験したことのない職員が非
常時の外国人対応について学んだ。引き続き実施
し、災害時に備える。

（広報国際交流課・防災安全課）
外国人住民対象の防災研修及び日本人対
象の在住外国人支援研修の実施

広報国際交流課
防災安全課

8



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

②インターネッ
トにおける差別
的な書き込み等
の人権を侵害す
る情報の掲載に
ついて、関係機
関と連携し、早
期発見や適切な
対応に努めま
す。

41

インターネット・
モニタリング事業

定期的にモニタリングを行い、差別的な
書き込みを発見した場合は、法務局等と
連携し、削除依頼を行う。

・インターネット・モニタリングを行い、差別表現
の発見に努め、サイト運営者等に削除依頼を行っ
た。

0 0 0 Ｂ

インターネットの悪用による差別表現が見られる
ため、継続して啓発を行っていく必要がある。

定期的にモニタリングを行い、差別的な
書き込みを発見した場合は、法務局等と
連携し、削除依頼を行う。

人権・男女共生課

③市の各種広報
について、人権
の視点から検証
し、適切な情報
提 供 を 図 り ま
す。

42

人権の視点に立っ
た適切な情報発信

継続して、人権の視点に立ち、適切な情
報発信を行う。

新任職員研修などで職員向けのマニュアルの周知を
行い、広報紙やホームページ等の作成にあたって、
人権の観点から使用することが好ましくない用語を
使用しないよう啓発を行った。

0 0 0 Ｂ

法改正等により使用できない用語、使用すること
が好ましくない用語等の検証を随時行っていく必
要がある。

継続して、人権の視点に立ち、適切な情
報発信を行う。

人権・男女共生課
広報国際交流課

①誰もが自分の
性（セクシュア
リティ）を尊重
され、自分らし
く生きることの
できる社会をつ
くるため、性の
多様性など性に
対する正しい知
識や理解が深ま
るよう教育・啓
発を進めます。

43

性的マイノリティ
に関する教育・啓
発

（人権・男女共生課）
・性的マイノリティに関する職員研修を
実施する。
・講演会や啓発映画会などの人権啓発事
業を実施する際に県が作成した啓発リー
フレットを配布する。
・パートナーシップ宣誓制度を導入した
日（5月17日）にあわせて展示を行う。
（学校教育課）
LGBT等性的マイノリティの人権課題に
対して、正しい知識と理解を深めること
のできる教材研究、授業実践を進める。

（人権・男女共生課）
・性的マイノリティに関する職員人権研修を実施し
た。
受講者：302人
・啓発映画会にて県が作成した啓発リーフレットを
配布した。
・事業者、市民向けにパートナーシップ宣誓制度の
周知を図るともに、阪神７市1町で統一啓発ロゴを
策定し、啓発を行った。
・医師会、商工会などに芦屋市パートナーシップ宣
誓制度チラシを配布し周知を図った。
・パートナーシップ宣誓制度を導入した日（5月17
日）にあわせて性的マイノリティに関する理解を深
めるための展示を行った。（5月～9月）

（学校教育課）
・学校の人権教育計画（基本方針）に「男女共生教
育」（ジェンダー平等教育）を位置付け、LGBTQ
等性的マイノリティの人権課題に対して、正しい知
識と理解を深めることのできる教材研究、授業実践
を進めた。
・「性的マイノリティの人権」を人権教育の課題と
して設定し、教科学習や総合的な学習等において人
権学習に計画的に取り組んだ。

150 36 417 Ｂ

（人権・男女共生課）
多くの人々に性的マイノリティに関する理解を深
めてもらうために阪神７市１町によるパートナー
シップ宣誓制度の取組に関する協定書締結自治体
と連携し、啓発を行っていく必要がある。また、
多様性が認められるまちにするために市内事業所
に対しても啓発を図っていく必要がある。

（学校教育課）
・学校の人権教育計画（基本方針）に「男女共生
教育」（ジェンダー平等教育）を位置付け、
LGBTQ等「性的マイノリティの人権」をテーマ
とした人権学習に教科学習や総合的な学習等にお
いて計画的に取り組むことができだ。

（人権・男女共生課）
・ひょうごヒューマンフェスティバルに
て、啓発ＤＶＤを上映する。
・ＬＧＢＴをテーマに啓発映画会を実施
し、アンケートの結果、映画会に参加し
て人権問題に関して関心が深まったと回
答する人を80％以上にする。
・事業者、市民向けにパートナーシッ
プ・ファミリーシップ宣誓制度及び阪神
７市1町で策定した統一啓発ロゴの周知
を図る。

（学校教育課）
LGBTQ等性的マイノリティの人権課題
に対して、正しい知識と理解を深めるこ
とのできる教材研究、授業実践を進め
る。

人権・男女共生課
学校教育課

3-7
情報化
などに
伴う人
権侵害

3-8
性的マ
イノリ
ティの
人権

①家庭や人権擁
護委員など関係
機関と連携し、
情報収集や発信
における個人の
責任や情報モラ
ルについて、子
どもを含めた教
育・啓発を推進
します。

40

情報モラル教育・
啓発の実施

（学校教育課・打出教育文化センター）
・情報モラル教育の取組については、引
き続き実践の収集と周知を毎学期実施す
る。
・セキュリティ実態調査の結果をもと
に、教職員向けのオンデマンド型の情報
セキュリティ研修の内容を更新し、実施
することで、更なるセキュリティ強化に
努めていく。
・情報モラル教育については、研修会を
企画し、教職員の理解を深めていく。
（青少年愛護センター）
引き続き、青少年育成愛護委員会主催の
研修において、情報モラルを取り上げる
よう促し、啓発を行う。
（人権・男女共生課）
人権擁護委員や法務局と連携し、市内小
中学校でスマホ・ケータイ人権教室を実
施する。

（学校教育課・打出教育文化センター）
・情報モラル教育の取組について、各校で実施した
情報モラル授業実践の収集を行い、市内で共有する
ことができた。
・セキュリティ実態調査の結果をもとに、課題点と
改善策を明らかにし、教職員向けのオンデマンド型
の情報セキュリティ研修の内容を更新し、実施でき
た。
・情報モラルの保護者への啓発として、「一人１台
タブレット端末貸与のお知らせ」の冊子の中に、情
報モラルについて記載し、全家庭へ周知できた。

（青少年愛護センター）
他で開催された情報セキュリティ研修に参加したた
め、本市での研修は実施しなかった。

（人権・男女共生課）
学校から直接携帯電話会社へ申し込めることになっ
たことや、新型コロナウイルス感染症の影響で実施
できなかった。

学校教育課
打出教育文化センター
青少年愛護センター
人権・男女共生課

3,635

（学校教育課・打出教育文化センター）
【効果】
・オンデマンド型の情報セキュリティ研修の受講
率が令和3年度より増加し、教職員のセキュリ
ティ強化の意識向上に努めることができた。
・情報モラルについて保護者も考えるきっかけを
作ることができた。
【課題】
・各家庭や児童生徒がSNSやスマートフォンをど
のように利用しているのか実態を把握する必要が
ある。
・各校で実施した情報モラルの取り組み例を、情
報教育担当教員だけでなく、全ての教員と共有す
る必要がある。

（青少年愛護センター）
愛護班集会において、他で開催された、情報セ
キュリティ研修について、情報共有が行われ、青
少年がトラブルに合わないためにも、愛護委員の
間で、情報モラルに対する意識の向上が見られ
た。

（人権・男女共生課）
対面での実施が困難な場合、要請に応じて、オン
ライン等非対面での実施を検討する必要がある。

（学校教育課・打出教育文化センター）
・各家庭や児童生徒がSNSやスマート
フォンをどのように利用しているのか実
態を把握するための、調査を行う。（小
学校３年生～中学校３年生の児童生徒及
び保護者に対する）
・情報モラルについての講演会を実施す
る。（教職員悉皆研修）

（青少年愛護センター）
引き続き、愛護委員会主催の研修におい
て、情報モラルを取り上げるよう促し、
啓発を行う。

（人権・男女共生課）
人権擁護委員や法務局と連携し、要請が
あった場合には、市内小中学校でスマ
ホ・ケータイ人権教室を実施する。

0 3,610 Ｂ

9



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

②公文書等にお
ける不要な性別
記載の削除を進
めます。

44

申請書等の不要な
性別記載欄の削
除。

・継続して、申請書等における不要な性
別記載欄の削除を行う。
・新規に作成する申請書等について、性
別記載欄が不要なものは、性別記載欄を
設けないようにする。

・性別記載欄の削除が可能な申請書等において、性
別記載欄の削除を行った。
・削除可能な申請書等：93件
　削除済：93件（削除率：100%）
   ※公文書等に性別欄の記載があるもので、性別を
　　記載しないように対応しているものを含む。）
　令和3年度　削除可能な申請書等　66件
　削除済：63件（削除率：95.5%）

0 0 0 Ａ

・継続して削除依頼を行ったところ昨年度と比較
して、削除した申請書等の件数が増え、削除率も
上がった。
・未対応のものについて、引き続き進捗管理を
行っていく必要がある。

・継続して、申請書等における不要な性
別記載欄の削除を行う。
・新規に作成する申請書等について、性
別記載欄が不要なものは、性別記載欄を
設けないようにする。

人権・男女共生課

③性的マイノリ
ティ当事者や家
族、教職員など
からの相談に対
応するため、相
談窓口の周知を
図ります。 45

専門相談員による
ＬＧＢＴ電話相談
の周知

・講演会や啓発映画会など人権啓発事業
を実施する際にLGBT電話相談の周知を
する。
・市内の公共施設に相談カードを配架し
周知する。

・講演会や啓発映画会など人権啓発事業を実施する
際にLGBT電話相談のチラシを配布し周知を図っ
た。
・市内の公共施設に相談カードを配架するととも
に、市立中学校１年生を対象に、相談カードを配布
し、周知を図った。相談件数：59件（令和3年度：
61件） 410 414 411 Ｂ

・様々な事業において周知できたため、引き続き
市内、市外から多くの相談が寄せられた。
・専門相談員と相談者との間に信頼関係が築けて
おり、様々な事例に対しての相談に対応できてい
る。今後も、専門相談員と連携して性的マイノリ
ティの当事者に寄り添った相談を継続していく必
要がある。

・講演会や啓発映画会など人権啓発事業
を実施する際にLGBT電話相談の周知を
する。
・市内の公共施設に相談カードを配架す
るとともに、市立中学校1年生を対象
に、相談カードを配布し、周知を図る。
・専門相談員と連携して実施していく。 人権・男女共生課

①各感染症につ
いての正しい知
識を普及すると
ともに、世界エ
イズデー＊やハ
ンセン病を正し
く理解する週間
などを中心に、
啓 発 を 進 め ま
す。

46

（上宮川文化センター）
ハンセン病問題をテーマとした啓発映画
等を通して市民に対して啓発を行う。
（健康課）
引き続き「HIV感染」に限らず、「新型
コロナウイルス感染」など各感染症につ
いて、正しい知識を身につけ、当事者の
人権について理解が促進されるようホー
ムページでの情報提供やポスターの掲
示、パンフレット等啓発媒体の設置を継
続して実施する。

（上宮川文化センター）
人権啓発映画会「ひとりになる」11月12日開催、
参加者：32人
人権啓発展示会「医師　小笠原登とハンセン病強制
隔離政策」11月12日～12月1日開催、参加者：
115人
（健康課）
「HIV感染」に限らず、「新型コロナウイルス感
染」など各感染症について、ホームページでの情報
提供やポスターの掲示、また、パンフレット等啓発
媒体を設置した。 98 33 0 Ｂ

（上宮川文化センター）
コロナ禍で、人数制限があったにも関わらず、参
加者を得ることができた。ハンセン病問題につい
て正しい知識と当事者の人権についての理解が促
進された。
（健康課）
「HIV感染」に限らず、「新型コロナウイルス感
染」など各感染症について、正しい知識を身につ
け、当事者の人権について理解が促進されるよ
う、引き続き、周知・啓発していく必要がある。

（健康課）
引き続き「HIV感染」に限らず、「新型
コロナウイルス感染」など各感染症につ
いて、正しい知識を身につけ、当事者の
人権について理解が促進されるようホー
ムページでの情報提供やポスターの掲
示、パンフレット等啓発媒体の設置を継
続して実施する。

（人権・男女共生課）
ひょうご・ヒューマンフェスティバル
2023 in あしやで、ハンセン病に関す
るDVD上映などをする。

上宮川文化センター
健康課
人権・男女共生課

②学校教育にお
いて、感染者等
に対する差別・
偏見を持つこと
の無いよう発達
段階に応じた正
しい知識を身に
付けるよう取り
組みます。

47

・小学校では生活科や保健、中学校では
保健体育科を中心に感染症についての授
業を継続的に実施する。
・感染者等に対する差別・偏見を持つこ
との無いよう発達段階に応じた正しい知
識が身に付くよう授業を実施する。

・各小中学校では感染症についての正しい知識が身
に付くよう授業を行うことができた。

0 0 0 Ｂ

・児童生徒一人ひとりがどのくらい理解したかな
ど評価・把握まではできていない。

・小学校では生活科や保健、中学校では
保健体育科を中心に感染症についての授
業を実施し、児童生徒に感染者等に対す
る差別・偏見を持つことの無いよう発達
段階に応じた正しい知識を身に付ける。

学校教育課

3-10
犯罪被
害者な
どの人
権

①犯罪被害者等
の 人 権 に つ い
て、広く啓発を
図るとともに、
犯罪被害者等の
支援制度の周知
に努めます。

48

犯罪被害者等人権
についての啓発、
犯罪被害者等の支
援制度の周知

・犯罪被害者週間である11月25日から
12月1日の間に、職員研修を実施する。
・広報紙掲載による周知・啓発活動を行
う。

・公益社団法人ひょうご被害者支援センターで理事
をされている臨床心理士を講師に招き，市職員向け
の人権研修を開催し，犯罪被害者・ご遺族が置かれ
ている状況の理解とわたしたちにできることについ
てお話しいただいた。(1２月１日）
参加者：２２人
アンケートの結果
研修内容、資料について「大変良かった・良かっ
た」が90％であったため、効果があったと考える。
・広報紙掲載による周知・啓発活動なし

25 25 25 Ｂ

今後も継続して犯罪被害者等への支援の重要性に
ついて理解を深めるために研修を開催するなど啓
発活動が必要である。

・犯罪被害者週間である11月25日から
12月1日の間に，職員研修を実施する。
・広報紙掲載による周知・啓発活動を行
う。

道路・公園課<旧建設総
務課>

3-９
感染症
患者な
どの人
権

各感染症について
の正しい知識の普
及

10



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

3-11
刑を終
えて出
所した
人など
の人権

①犯罪や非行の
防止と罪を犯し
た人たちの更生
について理解を
深 め る た め 、
「社会を明るく
する運動」を推
進し、立ち直り
を見守り支える
地域社会の実現
に向けて啓発活
動に取り組みま
す。

49

「社会を明るくす
る運動」などを通
じた啓発活動

・社会を明るくする運動を通し、周囲の
人びとが社会の中で見守り支えていく更
生保護について理解を深めるため、保護
司会等関係団体と連携し、講演会や街頭
キャンペーンなどの内容や啓発方法を協
議する。
・小中学生及び保護者に対する啓発の効
果を高めるため、学校教育課や保護司会
等と連携し作文コンテストの普及・啓発
に努める。
・コロナ禍によって取組が制限されてい
る中、街頭キャンペーンや横断幕の設
置、広報活動等に取り組む。

社会を明るくする運動の事業として、以下のとおり
実施した。
・7月街頭一斉行動日（街頭キャンペーン）
　啓発グッズの配布、市民への呼びかけ
・講演会
　講演「薬物乱用防止について」～薬物を巡る今の
動向～
　参加者４８人
・市内公立小中学生への啓発として絆創膏を配布
・第７２回社会を明るくする運動作文コンテストの
募集
　応募数１作品
・勉強会
　講演「芦屋市の犯罪情勢について」　参加者３３
人
・公開ケース研究会　参加者３０人
・社会を明るくする運動に関連する会議
・再犯防止や更生保護について、保護司会や神戸保
護観察所と協議
・７月１日～29日まで市役所正面（北館３階）に横
断幕を設置

266 266 266 Ｂ

・「講演会」のアンケートにおいて、参加者から
「良かった」や「有意義だった」などの旨の意見
が多数あり、一定の効果があったと考える。
・日常生活の中で犯罪・非行防止について意識す
ることが少ない小中学生に対して、社会を明るく
する運動の趣旨を理解してもらうために、作文コ
ンテストの実施を継続する。しかし、昨年度と比
較すると応募者は減少しており、今後も啓発の継
続が必要である。
・保護観察所等との連携を進める必要がある。

・社会を明るくする運動を通し、更生保
護について理解を深めるため、保護司会
等関係団体と連携し、講演会や街頭キャ
ンペーンなどの内容や啓発方法を協議す
る。
・小中学生及び保護者に対する啓発の効
果を高めるため、学校教育課や保護司会
等と連携し作文コンテストの普及・啓発
に努める。
・イベントなどでの啓発に加え、街頭
キャンペーンや横断幕の設置などの広報
活動に引き続き取り組む。
・保護観察所等との連携方法を検討す
る。

地域福祉課

3-12
その他
の人権
問題

◇ひと
り親家
庭に関
する問
題

家族の多様性が
尊重される社会
の実現に向けて
啓発に取り組み
ます。また、ひ
とり親家庭のう
ち特に母子家庭
への支援制度及
び適切な相談窓
口の周知に努め
ます。

50
母子・父子家庭相
談の周知

ひとり親家庭の継続的自立へつながるよ
う、広報やホームページ等を通じて支援
制度及び相談窓口の周知を行う。

ホームページにて支援制度や相談窓口を周知した。

0 0 0 Ｂ

支援制度について引き続きホームページで周知し
たことで関心のある市民への情報提供ができた。

ひとり親家庭の継続的自立へつながるよ
う、広報やホームページ等を通じて支援
制度及び相談窓口の周知を行う。

こども政策課<旧子育て
政策課>

◇北朝
鮮当局
によっ
て拉致
された
被害者
等の人
権

この問題につい
て、関心と認識
を深めていく啓
発 を 推 進 し ま
す。

51

北朝鮮当局による
拉致問題について
の関心と認識を深
める啓発

（人権・男女共生課）
パネル展を通じて拉致問題についての啓
発を図る。
（上宮川文化センター）
ポスターやパネル展を通じて拉致問題に
ついての啓発を図る。

（人権・男女共生課）
・ 啓発パネル「北朝鮮による日本人拉致問題の解決
に向けて」の展示を行うとともに、北朝鮮による日
本人拉致問題啓発アニメ「めぐみ」を上映し、啓発
を図った。
・北朝鮮人権侵害問題啓発週間について広報あしや
12月号及び市ホームページ等へ掲載し、周知を図っ
た。

（上宮川文化センター）
上宮川文化センター内の掲示板に「北朝鮮による拉
致問題」のポスターを掲示した。

0 0 0 Ｂ

（人権・男女共生課）
北朝鮮人権侵害問題啓発週間について、ＳＮＳ等
を活用するなど効果的な啓発方法を検討していく
必要がある。

（上宮川文化センター）
掲示板にポスター掲示することで、来館された方
の目に届き、関心や認識を深める啓発ができた。

（人権・男女共生課）
・ひょうごヒューマンフェスティバルに
て講演会を行う。
・北朝鮮人権侵害問題啓発週間について
広報あしや12月号及び市ホームページ
等へ掲載し、周知を図る。

（上宮川文化センター）
ポスターやパネル展を通じて拉致問題に
ついての啓発を図る。

人権・男女共生課
上宮川文化センター

◇アイ
ヌの
人々の
人権

国と協力し、啓
発に努めます。

52

アイヌの方々の歴
史や現状に関する
認識と理解を深め
る啓発

ホームページ等を通じて、アイヌの方々
の相談窓口の周知をはじめ、歴史や現状
に関する認識と理解を深める啓発を行
う。

（公財）人権啓発センターが実施するアイヌの方々
の相談事業についてポスターやチラシによる周知を
行った。

0 0 0 Ｂ

ポスターやチラシでの啓発にとどまっている。民
族としての伝統や現状の認識、理解の具体的啓発
を考える必要がある。

ホームページ等を通じて、アイヌの方々
の相談窓口の周知をはじめ、歴史や現状
に関する認識と理解を深める啓発を行
う。

人権・男女共生課

11



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出予
算額（千
円）

R４歳出決
算額（千
円）

R５歳出予
算額（千
円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

◇労働
者等の
人権

ハラスメントに
よる人権侵害に
対する正しい理
解の促進、相談
窓口の周知に努
めます。

53

ハラスメントに対
する啓発、相談窓
口の周知

（人権・男女共生課）
人権擁護委員による人権相談等の実施を
広報やホームページのほか講演会や啓発
映画会などの人権啓発事業を実施する際
に周知する。
（地域経済振興課）
引き続き、毎月社会保険労務士による労
働相談の実施を広報に掲載し相談窓口を
周知する。また、他市、他団体と連携し
啓発を実施したり、法改正など、社会情
勢に合わせて啓発資料を作成、配布す
る。

（人権・男女共生課）
人権擁護委員による人権相談の実施を広報やホーム
ページのほか講演会や啓発映画会などの人権啓発事
業を実施する際に周知した。
（地域経済振興課）
労働基準監督署で実施している相談窓口への案内や
社会保険労務士による労働相談を周知・実施した。
また、「働き方改革」に関するチラシを作成し、芦
屋市商工会会報誌に同封するなどして啓発を実施
・商工会会報誌同封　１，１００部
・関係機関への配布　　　１００部

125 78 125 Ｂ

（人権・男女共生課）
人権相談以外にも、相談者にとって適切な相談先
を案内できるよう、他の相談機関の周知もあわせ
て行っていく必要がある。
（地域経済振興課）
労働相談を周知することで、本市の相談窓口へ案
内するだけでなく、労働基準監督署等の各種相談
窓口へも案内することができた。チラシの配布も
含め、引き続き事業実施及び啓発が必要だと考え
る。

（人権・男女共生課）
人権擁護委員による人権相談等の実施を
広報やホームページのほか講演会や啓発
映画会などの人権啓発事業を実施する際
に周知する。
（地域経済振興課）
引き続き、毎月社会保険労務士による労
働相談の実施を広報に掲載し相談窓口を
周知する。また、他市、他団体と連携し
啓発を実施したり、法改正など、社会情
勢に合わせて啓発資料を作成、配布す
る。

人権・男女共生課
地域経済振興課

12



地域・事
業者・

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出
予算額
（千円）

R４歳出
決算額
（千円）

R５歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

4-3 地
域

①社会教育関係
機関・団体、芦
屋市人権教育推
進協議会との連
携を深め、学
習・啓発の機会
を充実します。

1

関係団体との連携
による事業の実施

（人権・男女共生課）
法務局、人権擁護委員等と連携し人権
講演会及び啓発映画会を実施する。
アンケートの結果、講演会や映画会に
参加して人権問題に関して関心が深
まったと回答する人を80％以上にす
る。
（生涯学習課）
・芦屋市人権教育推進協議会の自主的
な活動がより円滑に、かつ充実するよ
う支援する。
・芦屋市人権教育推進協議会全体会・
分科会がより充実するよう活動を支援
する。

（人権・男女共生課）
法務局、人権擁護委員等と連携し人権講演会及び啓発映画会を実施した。
・日々の生活と人権を考える集い2022（人権週間）記念事業として実施
講演「アフリカ少年が日本で育った結果」　参加者　63人
・ふれ愛シネサロン
第70回　映画「こどもしょくどう」上映　参加者数 　96人
第71回　映画「いつまた、君と」～何日君再来～上映　参加者　110人
第72回（児童虐待防止推進月間・女性に対する暴力をなくす運動啓発映画会）映
画　「夕陽のあと」上映　参加者数　132人

アンケートの結果、講演会や映画会に参加して人権問題に関して関心が深まった
と回答した人
・講演会　92.6％
・映画会　第70回　88.8％　第71回　88.4％　第72回　80.2％

（生涯学習課）
・芦屋市人権教育推進協議会のパネル展など自主的な活動が充実するように支援
した。
・定期総会、研究大会分科会、各種専門部会の実施に係る準備・支援を行った。

2,343 1,932 2,638 A

（人権・男女共生課）
アンケートの結果、講演会と映画会に参加して人権問題に関して関
心が深まったと回答する人がすべて80％以上だったことから啓発
効果があったと考える。

（生涯学習課）
芦屋市人権教育推進協議会の円滑な運営のための支援を行うことが
できた。

（人権・男女共生課）
兵庫県、法務局、人権擁護委員等と連
携し人権講演会及び啓発映画会を実施
する。
アンケートの結果、講演会や映画会に
参加して人権問題に関して関心が深
まったと回答する人を80％以上にす
る。

（生涯学習課）
・芦屋市人権教育推進協議会の自主的
な活動がより円滑に、かつ充実するよ
う支援する。
・芦屋市人権教育推進協議会全体会・
分科会がより充実するよう活動を支援
する。

人権・男女共生課
生涯学習課

②出前講座の推
進など、自治会
などが実施する
啓発・学習活動
に対する場所や
機会の提供、交
流の促進などを
通じて、地域に
おける人権意識
の向上と地域の
教育力を高めま
す。

2

生涯学習出前講座
の案内、募集、実
施

生涯学習出前講座、あしや学びあいセ
ミナー及び社会教育関係団体公募提案
型補助金制度を引き続き円滑に実施
し、生涯学習の推進を通じて人権意識
の向上を図る。

・生涯学習出前講座の実施（25件）
・社会教育関係団体公募提案型補助金制度の実施（交付決定5件）

400 214 400 B

生涯学習出前講座及び社会教育関係団体公募提案型補助金制度を円
滑に実施することができた。今後は、あしや学びあいセミナーを含
めた制度の更なる周知を行い、より地域の教育力を高める必要があ
る。

生涯学習出前講座、あしや学びあいセ
ミナー及び社会教育関係団体公募提案
型補助金制度を引き続き円滑に実施
し、生涯学習の推進を通じて人権意識
の向上を図る。

生涯学習課
関係課

③ 地 域 で の 行
事・イベントな
どの場と機会を
活用した啓発活
動 を 推 進 し ま
す。

3

地域の行事、イベ
ントなどの場を活
用した啓発活動

成人式で人権啓発グッズを作成・配布
し、人権意識の浸透を図る。

人権啓発グッズの作成・配布　７５０人分

91 75 91 B

・「二十歳のつどい（旧：成人式）」で人権啓発標語入りグッズを
作成・配布し、新成人に人権意識の浸透を図ることができた。

「二十歳のつどい（旧：成人式）」で
人権啓発グッズを作成・配布し、人権
意識の浸透を図る。

関係課（生涯学習課）

①経営者などに
対し、特に人権
に関わる法令順
守について啓発
します。

②研修会の開催
など人権教育・
啓発の実施を呼
びかけるととも
に、講師などの
人材紹介、施
設・情報・教材
の提供などの支
援を行います。

第４次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針に基づく進行管理調査表（令和４年度実績・令和５年度実施計画）

（人権・男女共生課）
・商工会、市が協定を締結している事業所等に講演会のチラシ、ポスターの配
布・掲示を依頼し市内の事業所への周知を図った。
・市内事業者や医療従事者向けにパートナーシップ宣誓制度の周知を図るとも
に、阪神７市1町で統一啓発ロゴを策定し、啓発を行った。

（地域経済振興課）
①令和４年11月14日「ワーク・ライフ・バランスシンポジウム～ワーク・ライ
フ・バランスを通じた生産性の向上～」を開催
・共催：芦屋市、西宮市、尼崎市、伊丹市、宝塚市、三田市、兵庫県、各市商工
会等
・会場：尼崎商工会議所
②「働き方改革」に関するチラシを作成し、芦屋市商工会会報誌に同封するなど
して啓発を実施
・商工会会報誌同封　１，１００部
・関係機関への配布　　　１００部

53 42 53

〇それぞれの場における人権教育・人権啓発の方向性に沿った進行管理

4-4 事
業所

4

事業所に対する啓
発、啓発事業の周
知

（地域経済振興課）
他市、他団体と連携し啓発を実施した
り、法改正など、社会情勢に合わせて
啓発資料を作成、配布する。
（人権・男女共生課）
人権啓発事業のチラシやポスターの配
布、掲示依頼を商工会等にし、市内の
事業所への周知を図る。

B

（人権・男女共生課）
商工会だけでなく、継続して市が協定を締結している企業等にも周
知をしていく必要がある。

（地域経済振興課）
シンポジウムは、企業の人事担当者、厚生担当者、中小企業者など
を中心に71人の参加があった。
今後も、その時々の人権課題に合わせたテーマでの事業実施及び啓
発が必要だと考える。

（人権・男女共生課）
人権啓発事業のチラシやポスターの配
布、掲示依頼を商工会等にし、市内の
事業所への周知を図る。

（地域経済振興課）
他市、他団体と連携し啓発を実施した
り、法改正など、社会情勢に合わせて
啓発資料を作成、配布する 地域経済振興課

人権・男女共生課

13
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5-1 職
員 の 意
識向上

①新入職員から
幹部職員にいた
るすべての職員
について、それ
ぞれの職務に応
じ人権意識を高
める研修の充実
に努めるととも
に、人権をテー
マとした講演
会・研修会への
参加を促すこと
で人権意識の高
揚を図ります。

②管理職は高い
人権感覚を習得
するとともに、
所属職員の人権
に対する理解を
深めることを目
的として、職場
単位での自己啓
発や研修の充実
に取り組みま
す。

6

職場人権研修 各職場でテーマを設定し研修を実施す
る。職員間で意見交換を行うことに
よって職員の人権意識の向上を図る。

主な人権課題からテーマを選定し、職場単位で研修を実施した。（令和4年6月～
令和5年1月）
【実施部署】７４課
【テーマ】子どもの人権：4課、高齢者の人権：4課、障がいのある人の人権：5
課、
同和問題：2課、外国人の人権：4課、情報化などに伴う人権侵害：22課、性的
マイノリティの人権：10課、ハンセン病問題：15課、その他の人権：13課
※複数のテーマで実施した部署あり

0 0 0 B

・職場単位で実施し、意見を出し合うことによって職場全体で人権
について考える機会となり、意識の向上につながった。
・テーマ別では、情報化などに伴う人権侵害（インターネット上で
の誹謗中傷等）、ハンセン病問題、性的マイノリティの人権を取り
上げた課が多く、研修を実施したことで、より理解を深めることが
できた。
・今後も、継続して職場人権研修を実施することが必要である。

各職場でテーマを設定し研修を実施す
る。職員間で意見交換を行うことに
よって職員の人権意識の向上を図る。

人権・男女共生課

（人権・男女共生課・人事課・広報国
際交流課）
・職員人権研修を開催する。（テー
マ：ＬＧＢＴ、ハンセン病問題、障が
いのある人の人権、やさしい日本語、
情報化などに伴う人権侵害）
・研修受講者を500人にする。
・研修を受講して、テーマに対する理
解ができたと回答する人を350人に
する。
・後期新任職員研修において男女共同
参画に関する研修を実施し、男女共同
参画の基礎、女性活躍推進、DV被害
者支援について取り上げる。また人事
課特別（専門）研修として男女共同参
画に関する職員研修を実施する。

（コンプライアンス推進室）
新入職員及び管理監督職を中心に研修
等を実施することで、ハラスメントの
予防のために必要な知識の習得及び相
談への対応方法等の習得を促す。

（障がい福祉課）
・新任職員向け研修では、引き続き手
話研修を実施し、人権意識を高める。
・心がつながる手話教室においては、
より多くの部署の職員が出席すること
により、手話及び障がいの理解を広げ
る。
・意思疎通支援・障がい理解研修を実
施することで、障がい理解を促進す
る。

（人権・男女共生課・人事課・広報国
際交流課）
・職員人権研修を開催する。また、人
権講演会を職員人権研修に位置づけ、
参加を促すことで職員の人権意識を高
める。
・後期新任職員研修において男女共同
参画に関する研修を実施し、男女共同
参画の基礎、女性活躍推進、DV被害
者支援について取り上げる。また人事
課特別（専門）研修として男女共同参
画に関する職員研修を実施する。

（コンプライアンス推進室）
新入職員向けの研修では、ハラスメン
トの知識や取扱指針の周知を行い、管
理監督職向けの研修では、組織マネジ
メントの観点からハラスメントの予防
のために必要な知識の習得を促す。

（障がい福祉課）
・新任職員向け研修では、引き続き手
話研修を実施し、人権意識を高める。
・心がつながる手話教室においては、
より多くの部署の職員が出席すること
により、手話及び障がいの理解を広げ
る。
・意思疎通支援研修を改めて実施し、
障がい理解を促進する。

（人権・男女共生課・人事課・広報国際交流課）
・職員人権研修（LGBT研修）
　「多様な性を理解する」～職員として必要なLGBTの知識～　受講者　302人
・職員人権研修（ハンセン病問題）
「ハンセン病問題の全面解決に向けて」～地方公共団体の責務とは～
ハンセン病回復者及びご家族による体験談
受講者　151人
・職員人権研修（外国人の人権）
　「在住外国人とやさしい日本語　災害と多文化共生」　受講者　37人
・職員人権研修（情報化などに伴う人権侵害）
　「インターネットと人権」～被害者にも加害者にもならないために～
受講者　197人（講義形式：28人、研修用ＤＶＤによる視聴：169人
・日々の生活と人権を考える集い2022（人権週間記念事業として実施）
講演「アフリカ少年が日本で育った結果」　受講者　22人
・後期新任職員研修において、男女共同参画に関する基礎やDV被害者支援につい
て職員として必要な知識を取上げた。
人事課特別（専門）研修の男女共同参画職員研修においては、部課長級職員を対
象に、人事課及びマネジメント推進課と共催で、ワークライフバランスを実現す
る管理職のためのマネジメントについてをテーマに実施し、職員４４人が出席し
た。

（コンプライアンス推進室）
・新入職員及び課長係長に昇任した職員対象のハラスメント防止研修の実施に加
え、役職別研修を実施した。管理監督職員はグループワーク形式の事例検討で人
間関係のトラブルへの対応方法等について話し合い、意見交換を行った。
・全職員向けにグループウェアのネットフォルダ内に研修動画資料を掲載し、
「職場におけるハラスメント防止に向けた取扱指針」の内容の周知を行った。

（障がい福祉課）
・心がつながる手話教室を実施し、職員延べ61名の参加があった。
・新任職員研修において、手話研修を実施し、22名の参加があった。
・意思疎通支援・障がい理解研修において、知的障がい、発達障がいのある人へ
の理解をテーマとして実施し、22名（職員17名＋権利擁護支援者養成研修修了
者5名）の参加があった。

人権に関わる研修

1,329 621 1,027

人権・男女共生課
人事課

広報国際交流課
コンプライアンス推進室

障がい福祉課

5

（人権・男女共生課・人事課・広報国際交流課）
・研修の実施方法を講義形式だけでなく、ＤＶＤ視聴にしたことか
ら多くの職員が受講することができた。
・新任職員研修の研修後アンケートより、固定的な性別役割分担意
識やアンコンシャス・バイアス、DVについて理解が深まったと考
えられる。今後も内容の精査をしながら継続的に実施していく必要
がある。
人事課特別（専門）研修の対象者は昨年度同様部課長級職員とし、
研修テーマを昨年度よりさらに実践的な内容で設定して実施したと
ころ、出席者を昨年度より３人減ってしまったが、受講後のアン
ケートにおいては９割の回答者が研修内容を実務に活かすことがで
きると回答し、研修の効果があったと考える。次年度以降もテーマ
を精査・検討して継続的に実施する。

（コンプライアンス推進室）
1月に実施した全職員対象のハラスメント実態把握調査は「ハラス
メントへの理解が深まった」と回答した者の割合が令和3年度を上
回っているため、研修や啓発による周知の効果があったと考える。
また、取扱指針やリーフレットの認知度もわずかに向上している。
今後、より効果的な研修の実施方法及び相談窓口の周知方法の検討
を行う。

【ハラスメントについて】今回（前回）
・理解度が深まった：56.4％（52.8％）
・部下・後輩・同僚などへの対応を見直すきっかけとなった：
57.1％（51.1％）

（障がい福祉課）
・手話教室について一般職員から幹部職員まで幅広い年代の職員が
参加し、手話や障がい者福祉への理解を深め、簡単な手話を習得す
ることができた。課題としては、より多くの部署の職員が参加する
ため、研修内容や周知方法等についての検討が必要である。
・新任職員研修については、初めて手話を学んだ職員がほとんど
だったが、研修により手話や障がい者福祉への理解を深めることが
できた。
・意思疎通支援・障がい理解研修については、疑似体験や当事者の
保護者による経験談も交えた内容により、障がい理解を深めること
ができた。

B
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7

学校内のハラスメ
ント防止対策

昨年度に引き続き、市と各校において
ハラスメント防止に係る研修を実施す
るとともに相談しやすい環境づくりに
努める。

人権啓発のリーフレットを学校園のネットワークの掲示板にアップし、教職員へ
の研修と併せて相談先の周知啓発を図った。

0 0 0 B

人権啓発のリーフレットを学校園のネットワークの掲示板にアップ
することで、教職員がいつでも研修に取り組める環境を整えた。ま
た、相談先を教職員全員に周知することができた。

・昨年度に引き続き、市と各校におい
てハラスメント防止に係る研修を実施
するとともに相談しやすい環境づくり
に努める。

教職員課

8

庁内におけるハラ
スメント防止対策

引き続き、職員にハラスメントのリー
フレットや取扱指針の内容の周知を図
り、新入職員及び管理監督職向けに研
修等を実施することで、ハラスメント
の予防のために必要な知識の習得を促
す。

・ハラスメントリーフレットの改訂を行い、全職員へ配布して相談窓口等を周知
した。また、特に外部相談窓口を広く周知する目的で、名刺サイズの相談窓口
カードを作成して全職員へ配布するとともに、庁内の職員更衣室等にポスターを
掲示した。
・新入職員及び管理監督職に昇任した職員対象のハラスメント防止研修の実施に
加え、役職別に研修を実施した。管理監督職はグループワーク形式の事例検討で
人間関係のトラブルへの対応方法等について話し合い、意見交換を行った。
・全職員向けにグループウェアのネットフォルダ内に研修動画資料を掲載し、
「職場におけるハラスメント防止に向けた取扱指針」の内容の周知を行った。

2,216 858 2,172 B

1月に実施した全職員対象のハラスメント実態把握調査は「ハラス
メントへの理解が深まった」と回答した者の割合が令和3年度を上
回っているため、研修や啓発による周知の効果があったと考える。
また、取扱指針やリーフレットの認知度もわずかに向上している。
昨年度特に認知度が低かった外部相談窓口の認知度が高まっている
一方で、内部相談窓口の認知度は低下しているため、相談体制の更
なる周知が必要である。今後、より効果的な研修の実施方法及び相
談窓口の周知方法の検討を行う。

【認知度】今回（前回）
・内部相談窓口（人事担当課等）：63.6％（69.3％）
・外部相談窓口（弁護士）：37.2％（28.5％）
・指針：39.2%（37.2％）
・リーフレット：56.8％（54.9％）

【ハラスメントについて】今回（前回）
・理解度が深まった：56.4％（52.8％）
・部下・後輩・同僚などへの対応を見直すきっかけとなった：
57.1％（51.1％）
・部下・後輩・同僚などへの対応を見直すきっかけとなった：
51.1％

引き続き、職員にハラスメントのリー
フレットや取扱指針の内容の周知を図
り、新入職員及び管理監督職を中心に
研修等を実施して、ハラスメントの予
防のために必要な知識の習得を促す。

コンプライアンス推進室

①教職員につい
ては、園児・児
童・生徒それぞ
れの発達段階に
対応した人権研
修を進めるとと
もに、家庭や地
域との連携のも
とに人権課題の
解決に積極的な
役割を果たすこ
とを推進しま
す。

9

（学校教育課）
・人権教育、多文化共生教育の各担当
者会を通じて、同和問題をはじめとす
る人権問題について教職員が学ぶ校内
研修を充実させるための支援を行う。
（打出教育文化センター）
・教員のキャリアステージに応じた人
権課題を適切に設定する。
・市として重点的に取り組む人権課題
についても適切に実施する。
・若手教員に対して、同和問題や学級
における人権問題をはじめとする人権
課題について学ぶ機会を積極的に設け
る。
・様々な研修形態を実施し、研修機会
の確保を図る。

(学校教育課）
・人権教育、多文化共生教育の各担当者会を通じて、同和問題をはじめとする人
権問題について教職員が学ぶ校内研修を充実させるための支援を行うことができ
た。
（打出教育文化センター）
【キャリアステージに応じた研修】
①初任者研修
・「いじめや不登校にかかる対応と保護者との連携について」受講者：13名
・「『ポジティブ行動支援について』～教職員と児童生徒との良好な信頼関係づ
くりを目指して～」受講者：13人
・「芦屋の同和教育について」受講者：9人
②2～5年次研修
・「不登校児童生徒及びいじめ等問題に係る実践的な組織的対応」受講者：32人
【全教職員対象】
・「性暴力被害者を出さないための取り組み」受講者：24人
・「個性を大切にする世の中に（LGBTについて）」受講者：20人
・「１人１台端末を活用した配慮を要する児童生徒への支援」受講者：14人
・「道徳授業の在り方について」受講者：26人
・「教室の中の子どもたち（特別支援教育について）」受講者：34人
・「児童生徒の自殺をめぐる現状と予防のための方向性」受講者：86人
・「震災を語り継ぐことの意義とは」受講者：40人
・「多様な性を理解する（VOD）」受講者：27人
・「ハンセン病の全面解決に向けて（VOD）」受講者：19人
・「児童福祉の現状と課題（VOD）（ヤングケアラーについて）」受講者：10
人
【管理職研修】
・「ヤングケアラーの実態と今後の支援について」受講者：40人

478 239 478 B

（学校教育課）
・人権教育、多文化共生教育の各担当者会を通じて、同和問題をは
じめとする人権問題について教職員が学ぶ校内研修を充実させるた
めの支援を行うことができた。
（打出教育文化センター）
【効果】
・キャリアステージに応じた人権課題を設定し、研修を実施するこ
とができた。
・全教職員対象の研修においては、学校を会場とすることで、より
多くの教職員に参加してもらうことができた。また、VOD研修も
取り入れることで、研修機会の確保を図ることができた。（昨年度
全７講座計138人に対し、今年度全１０講座計300人）
【課題】
・どの人権課題を取り上げるか、社会全体の人権課題もふまえなが
ら、研修を実施していく必要がある。
・実施する研修は学校現場のニーズと合致しているのかを把握し、
研修を実施していく必要がある。

（学校教育課）
・人権教育、多文化共生教育の各担当
者会を通じて、同和問題をはじめとす
る人権問題について教職員が学ぶ校内
研修を充実させるための支援を行う。
（打出教育文化センター）
・社会全体の人権課題を的確に捉えて
いく必要がある。そのために、「芦屋
の教育指針」を参考にし、国や県の動
向に注視していく。
・学校現場のニーズを集めるために、
学校訪問を適宜行っていく。また、学
校教育課と連携を取り、各担当者会等
で情報を集め、必要な研修を計画・実
施していく。

学校教育課
打出教育文化センター

5-2 特
定職業
従事者
の意識
向上

特定職業従事者に
対する研修

③「職場におけ
るハラスメント
防止に向けた取
扱指針」に基づ
き、セクシュア
ル・ハラスメン
ト、パワー・ハ
ラスメント等の
ハラスメントに
対する理解を深
める研修を実施
するとともに、
職場の人権問題
に対して迅速か
つ効果的に対応
できる体制の充
実を図り、制度
や相談窓口の周
知に努めます。
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地域・事
業者・

方向性 NO 事業内容 Ｒ４事業実施目標 R４事業実施実績
R４歳出
予算額
（千円）

R４歳出
決算額
（千円）

R５歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

R４実施効果・課題 Ｒ５事業実施目標 所管課

②福祉関係者、
医療・保健関係
者、消防職員に
ついては、市民
の健康・生命や
財産に接する機
会が多いことか
ら 、 プ ラ イ バ
シー保護への配
慮を徹底すると
ともに、相談業
務などにおいて
相談者それぞれ
が相手の立場に
立った適切な対
応 が 行 え る よ
う、研修を充実
します。

10

（生活援護課）
庁内外の研修等に参加し、職員の人権
意識啓発を目指す。
（福祉センター）
館内の業務連絡会を通じて、個人情報
等の保護を徹底するため情報セキュリ
ティの実施方策（パソコン本体へセ
キュリティをかける、パソコン等施錠
管理の徹底・盗難防止ワイヤーの取付
け、書類はカウンターの内側に取り込
むなど...）をセキュリティ事故の事例
や芦屋市の取組を伝え、随時注意喚起
を行う。また、机や書庫等の鍵の調査
を実施する。

（生活援護課）
　窓口や電話において個人情報を含むデリケートな内容の相談を伺う部署である
ため、知識を得るための研修はもちろん、人権研修や接遇研修などへの参加を積
極的に行っている。具体的な手法としては研修等の回覧、人数調整を行うほか、
福祉職員として参加すべき内容の研修には、最低１名は参加できるよう業務を調
整して職員のスキル及び人権意識の向上を図った。
　また、できるだけ多くの職員に研修内容が行き渡るよう研修資料の係内共有を
行った。

主な研修参加実績は以下の通り

生活困窮・生活保護制度研修　１０名
福祉サービス利用援助事業研修　１０名
行政等初任者向け権利擁護研修（権利擁護と虐待について）　６名
ヤングケアラーに関する研修　２名
講義「セルフネグレクトと権利擁護支援」の受講　４名
コロナ禍における自殺予防対策研修　２名
ハラスメント防止研修　３名

（福祉センター）
保健福祉センター内に従事している福祉関係者・保健関係者（事業所職員を含
む）等に対して、個人情報等の保護を徹底するため情報セキュリティの実施方策
（パソコン本体へセキュリティをかける、パソコン等施錠管理の徹底・盗難防止
ワイヤーの取付け、書類はカウンターの内側に取り込むなど）をセキュリティ事
故の事例や芦屋市の取組をあげ、館内の業務連絡会を通じて、随時注意喚起を
行った。また、年１回、机や書庫等の鍵の調査も実施した。

0 0 0 B

（生活援護課）
　本来のケースワーカー業務を優先しつつも研修へ積極的に参加し
ようとする姿勢が見られ、結果として多くの職員が人権関連の研修
に参加した。
　特に権利擁護研修は成年後見制度等の知識を学ぶ研修でありなが
ら、人権を考える研修そのものであり、毎年多くの職員が受講し効
果を実感している。
　実際の窓口対応や電話対応においては、相談に来られた市民や生
活保護受給者と大きなトラブルになるようなことはなく、年間を通
して相手の立場に立った相談支援を実践できている。
　課題としては、近年、生活援護課に配属される新任職員が多く、
年々経験年数が低くなっていることが挙げられる。生活保護制度そ
のものを学ぶための研修、行政職員としての基礎研修もある中、人
権研修等の参加を促すことで研修への参加が多く負担となりかねな
い。
　また、常時訪問や窓口対応が必要な職場であるため、一度の研修
に複数の職員が参加することが困難なこと、予定していた研修を緊
急対応等でキャンセルせざるを得なくなることなどがある。

（福祉センター）
個人情報の保護やプライバシーへの配慮は保健福祉センター従事者
として理解しているが、実例を踏まえ、対策を周知することで、意
識の向上・具体的な行動へつなげられるよう努めている。

（生活援護課）
　引き続き、プライバシー保護への配
慮を徹底し、相談業務などにおいて相
手の立場に立った適切な対応が行える
よう、日々の対応を親切・丁寧に実施
するとともに、人権研修へはできるだ
け多くの職員が参加できるようにす
る。

（地域福祉課<旧福祉センター>）
館内の業務連絡会を通じて、個人情報
等の保護を徹底するため情報セキュリ
ティの実施方策（パソコン本体へセ
キュリティをかける、パソコン等施錠
管理の徹底・盗難防止ワイヤーの取付
け、書類はカウンターの内側に取り込
むなど...）をセキュリティ事故の事例
や芦屋市の取組を伝え、随時注意喚起
を行う。また、机や書庫等の鍵の調査
を実施する。

関係課（生活援護課
地域福祉課<旧福祉セン

ター>）
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